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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成11年３月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 

チェーン全店売上高 (百万円) ― ― ― 860,441 891,889 902,247 

営業総収入 (百万円) ― ― ― 153,889 158,313 169,501 

経常利益 (百万円) ― ― ― 23,378 23,574 19,701 

当期純利益 (百万円) ― ― ― 11,304 11,490 7,651 

純資産額 (百万円) ― ― ― 97,398 106,083 110,945 

総資産額 (百万円) ― ― ― 188,564 194,487 204,873 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 1,130.35 1,230.19 1,286.69 

１株当たり 
当期純利益 

(円) ― ― ― 131.18 132.28 87.78 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― ― ― 51.7 54.5 54.2 

自己資本利益率 (％) ― ― ― 11.61 11.29 7.05 

株価収益率 (倍) ― ― ― 19.55 10.44 25.75 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) ― ― ― 28,925 25,674 27,506 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― ― △ 19,683 △ 18,854 △ 10,049 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― ― ― △  3,245 △  6,540 △  4,093 

現金及び現金同等物 
の期末残高 (百万円) ― ― ― 39,113 39,392 52,756 

従業員数 
(外、嘱託及び 
パートタイマー等) 

(名) ― ― ― 
1,924 

(290)

1,900 

(313)

1,962 

(335)

(注) １ 当社は、平成13年７月、株式交換および会社分割により持株会社へ移行したため、第19期より連結財務

諸表を作成しております。 

２ チェーン全店売上高、営業総収入には、消費税等は含まれておりません。 

３ チェーン全店売上高には、非連結のエリアフランチャイザーの売上は含めておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 第20期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

   なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況１連結財務諸表等（１）

連結財務諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照下さい。 
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       ６ 従業員数は就業人員を記載しております。 

       ７ 第21期より、シーケー東北株式会社を新たに連結の範囲に含めております。 

 

  (2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成11年３月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 

チェーン全店売上高 (百万円) 406,769 391,543 447,744 152,607 ― ― 

営業総収入 (百万円) 76,701 78,753 87,966 30,818 5,107 5,063 

経常利益 (百万円) 15,309 14,736 13,079 4,950 4,316 4,283 

当期純利益 (百万円) 7,960 7,818 5,166 3,022 4,374 4,285 

資本金 (百万円) 8,380 8,380 8,380 13,469 13,469 13,469 

発行済株式総数 (株) 48,623,520 48,623,520 48,623,520 86,183,226 86,183,226 86,183,226 

純資産額 (百万円) 54,536 62,453 65,528 89,530 91,263 92,758 

総資産額 (百万円) 97,501 103,255 114,105 93,998 95,665 96,880 

１株当たり純資産額 (円) 1,121.61 1,284.43 1,347.67 1,039.04 1,058.89 1,076.24 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
24.00 

(12.00)

28.00 

(―)

28.00 

(14.00)

30.00 

(16.00)

32.00 

(16.00)

32.00 

(16.00)

１株当たり 
当期純利益 (円) 163.71 160.80 106.24 39.32 50.40 49.36 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 55.9 60.5 57.4 95.2 95.4 95.7 

自己資本利益率 (％) 15.58 13.37 8.07 3.90 4.84 4.66 

株価収益率 (倍) 36.04 26.06 28.42 65.23 27.38 45.79 

配当性向 (％) 14.66 17.41 26.35 76.30 63.50 64.83 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― 12,491 16,021 ― ― ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― △  4,256 △  8,093 ― ― ― 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) ― △  1,084 △  2,433 ― ― ― 

現金及び現金同等物 
の期末残高 (百万円) 10,391 17,541 23,035 ― ― ― 

従業員数 
(外、嘱託及び 
パートタイマー等) 

(名) 
891 

(193)

910 

(220)

920 

(202)

29 

(―)

23 

(―)

23 

(―)

(注) １ 当社は、平成13年７月、株式交換および会社分割により持株会社へ移行しております。 

２ チェーン全店売上高、営業総収入には、消費税等は含まれておりません。 

３ チェーン全店売上高には、エリアフランチャイザーの売上は含めておりません。 

４ 第17期は、決算期変更に伴い、平成11年４月１日から平成12年２月29日までの11ヵ月となっております。 

  なお、中間配当は事業年度が１年に満たないため実施しておりません。 

５ 第19期の１株当たり配当額30円には、持株会社発足に伴う記念配当金２円を含んでおります。 

６ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 
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７ 第19期より「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務

活動によるキャッシュ・フロー」および「現金及び現金同等物の期末残高」については、連結財務諸表

を作成しているため記載を省略しております。 

８ 第16期および第19期の株式分割に伴う新株式発行については、それぞれ期首に分割が行われたものとし

て１株当たり当期純利益を算出しております。 

９ 第19期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額は除

く。）の計算については発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

10 従業員数は就業人員を記載しております。 

11 第20期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

 なお、同基準および適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況２財務諸表等（１）財務

諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照下さい。 
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２ 【沿革】 

当社（昭和48年４月５日設立、本店所在地 名古屋市中区、昭和63年７月29日商号を株式会社第一製材からサ

ークルケイ・ジャパン株式会社に変更。同日株式額面500円を50円に額面変更）は、サークルケイ・ジャパン株式

会社（昭和59年１月26日設立、本店所在地 名古屋市中村区、株式額面50,000円）の株式の額面金額を変更する

ため、昭和64年１月１日を合併期日として同社を吸収合併しました。合併により本店を名古屋市中村区に移転し、

同社の資産・負債およびその他一切の権利・義務を引き継ぎましたが、合併前の当社は休業状態にあり、以下の

事項は、被合併会社であるサークルケイ・ジャパン株式会社（実質上の存続会社）の設立前の状況を含めて事業

の変遷を記載しております。 

なお、被合併会社であるサークルケイ・ジャパン株式会社は下記に示したとおり、平成13年７月をもって株式

会社シーアンドエスに商号を変更しております。 

 

昭和54年12月 米国ザ・サークルＫ・コーポレーションとユニー株式会社との間で「実施権許諾契約 

（ＬＩＣＥＮＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ）」を締結。 

昭和55年３月 ユニー株式会社の事業部として第１号店（名古屋市天白区 島田店）を開店し、営業を開始。 

昭和59年１月 ユニー株式会社の100％出資により、サークルケイ・ジャパン株式会社を設立（本店所在地 名

古屋市中村区）。 

４月 ユニー株式会社より、米国ザ・サークルＫ・コーポレーションとの「実施権許諾契約 

（ＬＩＣＥＮＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ）」の地位承継。 

昭和64年１月 株式額面変更のためサークルケイ・ジャパン株式会社（形式上の存続会社）と合併。 

平成５年11月 米国ザ・サークルＫ・コーポレーションとの間で「商標およびその他の知的財産権売買契約」

を締結し、日本国内における「サークルケイ」等の商号、商標を買収。これにより、昭和54年

12月に締結した同社との「実施権許諾契約（ＬＩＣＥＮＳＥ ＡＧＲＥＥＭＥＮＴ）」を解

消。 

平成７年10月 名古屋証券取引所市場第二部に上場。 

平成８年９月 東京証券取引所市場第二部に上場。 

平成９年９月 東京証券取引所および名古屋証券取引所市場第一部に指定。 

平成10年10月 株式会社サンクスアンドアソシエイツと企業提携。 

平成12年９月 株式会社サンクスアンドアソシエイツとの事業統合に関する覚書締結。 

平成13年７月 

 

 

 

 

株式会社サンクスアンドアソシエイツとの株式交換（株式交換日：平成13年７月１日）により

同社を完全子会社とし、当社を分割会社とする会社分割（会社分割期日：平成13年７月１日）

により当社の営業の全部を承継するサークルケイ・ジャパン株式会社を完全子会社として設

立。同時に商号を「サークルケイ・ジャパン株式会社」より「株式会社シーアンドエス」へ変

更。 

平成16年２月 サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツとの三社合併契

約書締結。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループは、スーパーストアを展開するユニー株式会社の企業グループに属し、株式会社シーアンドエス

(当社)の下にサークルケイ・ジャパン株式会社と株式会社サンクスアンドアソシエイツおよびシーケー東北株式

会社の完全子会社３社、その外子会社９社、関連会社13社の計25社からなる企業集団であります。その主たる事

業はコンビニエンスストアのフランチャイズチェーン展開であります。また、サークルケイ・ジャパン株式会社、

株式会社サンクスアンドアソシエイツの完全子会社２社は、エリアフランチャイズ方式によるコンビニエンスス

トアの店舗展開を許諾しております。 

当社グループのコンビニエンスストアの展開地域は、平成16年２月末現在、北海道から鹿児島までの35都道府

県となっております。 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 

平成13年７月、株式会社サンクスアンドアソシエイツは、株式交換により当社の完全子会社となり、サークル

ケイ・ジャパン株式会社は、当社を分割会社とする会社分割により、当社の営業の全部を継承する完全子会社と

して設立されており、同時に、当社は、商号をサークルケイ・ジャパン株式会社より変更し、持株会社へ移行し

ました。 

この事業統合により、当社は、コンビニエンスストアのフランチャイズチェーン展開を主たる事業とする企業

集団を形成しております。 
 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
（被所有） 
割合(％) 

関係内容 

(親会社)      

ユニー㈱ 
(注)１ 
愛知県稲沢市 10,129 総合小売業 （47.4）兼務役員１名 

(連結子会社)      

サークルケイ・ジャパン㈱ 
(注)２ ３ 愛知県稲沢市 8,380 

コンビニエンス 
ストア事業 100.0 

当社の経営戦略に基づくコ
ンビニエンスストア事業の
展開 
兼務役員 ４名 

㈱サンクスアンドアソシエイツ 
(注)２ ３ 東京都江東区 5,089 

コンビニエンス 
ストア事業  100.0 

当社の経営戦略に基づくコ
ンビニエンスストア事業の
展開 
兼務役員 ４名 

シーケー東北㈱      
            愛知県稲沢市 990 

コンビニエンス 
ストア事業  間接 100.0 

サークルケイ・ジャパン㈱
のエリアフランチャイザー
兼務役員 １名 

(注) １ 有価証券報告書の提出会社であります。 

２ 特定子会社であります。 

３ サークルケイ・ジャパン㈱および㈱サンクスアンドアソシエイツの営業総収入（連結会社相互間の内部

営業総収入を除く）の連結営業総収入に占める割合がそれぞれ10％を超えております。 

＜サークルケイ・ジャパン㈱＞ 

 主要な損益情報等 ①営業総収入 92,908百万円  

 ②経常利益 12,615百万円  

 ③当期純利益 6,083百万円  

 ④純資産額 58,846百万円  

 ⑤総資産額 108,293百万円  

 

＜㈱サンクスアンドアソシエイツ＞ 

 主要な損益情報等 ①営業総収入 67,966百万円  

 ②経常利益 9,060百万円  

 ③当期純利益 3,501百万円  

 ④純資産額 37,064百万円  

 ⑤総資産額 81,561百万円  
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成16年２月29日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

コンビニエンスストア事業 
1,962 
(335) 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の( )内は、外書で嘱託及びパートタイマー等(期中平均在籍人員「８時間換算」)でありま

す。 

３ コンビニエンスストア事業の単一セグメントであり、当社、サークルケイ・ジャパン株式会社、株式会

社サンクスアンドアソシエイツ、シーケー東北株式会社の４社の合計を記載しております。 

   なお、従業員数のうち、サークルケイ・ジャパン株式会社の従業員は946名、嘱託45名、パートタイ

マー等131名(期中平均在籍人員「８時間換算」)であり、株式会社サンクスアンドアソシエイツの従業

員は928名、嘱託5名、パートタイマー等108名(期中平均在籍人員「８時間換算」)であり、シーケー東

北株式会社の従業員は65名、嘱託34名、パートタイマー等12名(期中平均在籍人員「８時間換算」)であ

ります。 

 

(2) 提出会社における状況 

平成16年２月29日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

23 39.7 13.4 7,805 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 当社の従業員は、サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツより受

け入れた出向者により構成されております。 

 また、平均勤続年数の記載は、出向元である会社からの期間を通算して算出しております。 

 

(3) 労働組合の状況 

＜サークルケイ・ジャパン株式会社＞ 

サークルケイ・ジャパン株式会社の労働組合は「全ユニー労働組合サークルケイ支部」と称し、昭和45

年10月14日に結成された全ユニー労働組合に属しております。平成16年２月29日現在の組合員数は782名あ

りますが、労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 

 

＜株式会社サンクスアンドアソシエイツ＞ 

株式会社サンクスアンドアソシエイツの労働組合は、「サンクスクラブ」と称し、平成４年９月５日に

結成され、ユニオンショップ制であります。また、ゼンセン同盟に属しております。平成16年２月29日現

在の組合員数は814名ありますが、労使関係は円滑に推移しており、特記すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、失業率、ＧＤＰに底打ち感が出たものの、社会保険料負担の増大

など家計を取り巻く環境は依然厳しく、イラク戦争やＳＡＲＳ（サーズ）禍、牛肉のＢＳＥ問題の再燃、鳥

インフルエンザの感染拡大など、食材に対する不安から消費を冷えこませる出来事もありました。 

コンビニエンスストア業界におきましても、スーパーの深夜営業など異業態との競争が激化していること

に加え、１０年に一度といわれる冷夏や暖冬の影響を受けました。 

このような環境下において、収益性確保を第一に、従来にも増して量より質を重視した出店に努めた一方、

構造改革の一環として不採算店および将来不採算となる恐れのある店舗を大幅に前倒しして閉店しました。 

その結果、当連結会計年度末の店舗数は前年度末より１１６店舗純減し、４,８５１店舗（エリアフランチ

ャイザーを含む当社グループ合計では８９店舗純減の６,１５２店舗）となりました。 

当連結会計年度は、東北地区でサークルＫ店をエリアフランチャイズ展開するシーケー東北株式会社が連

結子会社として加わりました。その結果、連結子会社３社を合わせたチェーン全店の売上高は前年同期比１

０１.２％の９,０２２億４千７百万円（非連結のエリアフランチャイザーを含む当社グループでは、前年同

期比９９.８％の１兆９１７億２千８百万円）となりました。また、連結営業総収入は前年同期比１０７.

１％の１,６９５億１百万円となりました。 

 

利益面につきましては、連結営業総利益は連結子会社としてシーケー東北株式会社を加えたため前年同期

比１０４.１％の１,２７７億４千７百万円となりましたが、連結営業利益は当初の計画を下回る前年同期比

９２.８％の２２４億３千５百万円となり、連結経常利益は１９７億１百万円と前年同期比８３.６％となり

ました。連結当期純利益につきましては、前年同期比６６.６％の７６億５千１百万円となりました。 

 

当連結会計年度における株式会社シーアンドエスおよび連結子会社であるサークルケイ・ジャパン株式会

社、株式会社サンクスアンドアソシエイツの事業の概況および経営成績は下記のとおりであります。 

 

（株式会社シーアンドエス） 

当社は４月に設置された構造改革委員会における各チームの活動により利益率の向上、販売促進策の推

進を行いました。マーケティングチームの活動により菓子、加工食品、雑貨などで商品値入率を改善した

ほか、システム、建設施設、間接部門の各チームの活動により費用の低減を図りました。 

加えて、グループ全体で米飯売上増進委員会を中心に６月より米飯販売増進計画を実施し、本部経費を大

幅に投入して発注の強化による販売力の強化に取り組み、売場の品数と品揃え幅を拡大するとともに、ボ

リューム感を演出しました。 

これらの営業活動の結果、連結子会社２社よりグループ運営収入として６億６千万円、受取配当金として

４４億３百万円を得、営業総収入は５０億６千３百万円（前年同期比９９.１％）、経常利益は４２億８千

３百万円（前年同期比９９.２％）、当期純利益は４２億８千５百万円（前年同期比９７.９％）となりま

した。 

 

（サークルケイ・ジャパン株式会社） 

 熾烈な競争環境の中、店舗開発面におきましては、今まで以上に競争に勝ち残れる質の高い店舗開発に

取り組みました。サークルケイ本体では計画どおり２００店舗の開店を行いました。リロケート（既存店

舗の立地移転）を３９店舗行うとともに、既設店舗の駐車場借り増し等による店舗機能の改善を行いまし

た。その結果、当連結会計年度末の店舗数は、サークルケイ本体では５９店舗純減の２,６５１店舗（エリ

アフランチャイザーを含む当社グループでは２,９１７店舗）となりました。 

 また、店舗賃料を見直すために賃料交渉を行う専門チームを発足させ、賃料削減を断行いたしました。

この取り組みにより、年間稼動ベースでサークルケイ本体では２億５千万円の店舗賃料の削減を実現する
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など、収益体質の改善を図りました。 

 店舗運営面におては、引き続き「お客様満足度の向上」をキーワードに店舗運営レベルの向上に取り組

み、接客力の強化を図りました。 

 商品面では、魅力あるオリジナル商品の開発に努めました。主力のファーストフードでは、具材にこだ

わった高級おにぎり「極（きわみ）の具」シリーズを７月より発売し、名店の味や旬の味にこだわった品

質の高さから大好評を得ました。また、サービス分野では、平成１５年１２月より中部４県の店舗内に郵

便ポストを設置したほか、航空券や高速バス料金などの決済が携帯電話でできる「ケータイ決済」の導入

やバークレー・ヴァウチャーズ食事券の取り扱いを開始し、お客様の利便性向上を目指した取り組みを進

めました。 

 以上のような営業活動の結果、当連結会計年度におけるチェーン全店の売上高は前年同期比９８.９％の

４,８０４億５千３百万円（エリアフランチャイザーを含む当社グループでは、前年同期比９８.７％の５,

１５２億６千万円）、営業総収入は前年同期比９９.８％の９２９億８百万円、経常利益は大量閉店に伴う

解約損害金の増加等により、前年同期比９１.７％の１２６億１千５百万円、当期純利益は前年同期比８１.

９％の６０億８千３百万円となりました。 

 

（株式会社サンクスアンドアソシエイツ） 

 店舗開発面におきましては、加盟店利益、本部利益がともに確保できる強い店舗開発に努めるため、契

約済み店舗物件の見直しを行いました。既存店舗におきましては、競争力のさらなる強化を図り、２３店

舗のリロケートに加え、駐車場の拡大、視界性向上のための看板設置、増床を２２店舗において実施いた

しました。また、サンクス本体では、４億８千万円の店舗賃料の削減を実現するなど、収益体質の改善を

図りました。これらの結果、サンクス本体で１６０店舗、エリアフランチャイザー１３社合計で８８店舗

を出店したものの、サンクス本体で２１７店舗、エリアフランチャイザーで６６店舗を閉店しましたので、

当連結会計年度末における店舗数は、サンクス本体で５７店舗純減の２,２００店舗（エリアフランチャイ

ザーを含む当社グループでは３,２３５店舗）となりました。 

 商品面におきましては、サンドイッチについて味や素材にこだわって全面リニューアルを行うとともに、

高級具材を使用したおにぎりやとんかつ店の老舗「銀座梅林」とのタイアップ商品など高付加価値商品の

開発を行い、積極的な販売展開を行いました。また、チルド弁当の展開地区拡大に伴って米飯の売上が回

復し前年を上回りました。また、サービス分野では、郵便ポストの設置や「ケータイ決済」の導入などに

より、お客様の利便性向上への取り組みを行いました。 

 以上のような営業活動の結果、当連結会計年度におけるチェーン全店の売上高は前年同期比９９.３％の

４,０３４億４千１百万円（エリアフランチャイザーを含む当社グループでは前年同期比１００.８％の５,

７６４億６千８百万円）、営業総収入は前年同期比１０４.２％の６７９億６千６百万円、経常利益はサー

クルケイ同様、大量閉店に伴う解約損害金の増加等により、前年同期比８５.０％の９０億６千万円、当期

純利益は前年同期比７２.４％の３５億１百万円となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結キャッシュ・フローにつきましては、既存店の売上前年比が引き続きマイナ

スになったことや、大量閉店に伴う損失などがあったものの、新規に連結子会社が１社増えたこともあり、

当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末残高より１３３億６千３百万円増加し、

５２７億５千６百万円（前年度末比１３３.９％）となりました。 

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前当期純利益が１４９億２千３百万円（前年同期比７０.９％）でありましたが、非資金取引

である減価償却費及び償却費が９９億３千２百万円あり、閉店等に伴う解約損害金が大幅に増加したこと

などから、２７５億６百万円（前年同期比１０７.１％）の収入超過となりました。 

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

 新規出店や既存店舗の店舗条件改善などによる有形固定資産の取得８１億１千７百万円、新設店舗にか

かる保証金の差入による支出６４億８千４百万円があったことなどにより、投資活動によるキャッシュ・
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フローは、１００億４千９百万円（前年同期比６２.６％）の支出超過となりました。 

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

 短期借入金の返済２８億円や配当金の支払が２７億５千７百万円となったことなどにより、財務活動に

よるキャッシュ・フローは４０億９千３百万円（前年同期比６２.６％）の支出超過となりました。 

 

（注） 業績等の概要における記載金額は、消費税等を含まない金額としております。 
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２ 【最近の営業の状況】 

(1) コンビニエンスストア事業に係る店舗数 

 

チェーン全店店舗数(店) 
地域別 前連結会計年度末 

（平成15年２月28日） 
当連結会計年度末 
(平成16年２月29日) 

比較増減 

＜サークルケイ＞    

東京都 57 61 4 

神奈川県 137 130 △  7 

新潟県 32 43 11 

富山県 81 75 △  6 

石川県 126 117 △  9 

福井県 57 55 △  2 

長野県 102 103 1 

岐阜県 246 241 △  5 

静岡県 312 294 △ 18 

愛知県 850 847 △  3 

三重県 210 198 △ 12 

滋賀県 59 52 △  7 

京都府 112 108 △  4 

大阪府 128 131 3 

兵庫県 40 41 1 

奈良県 53 55 2 

和歌山県 12 13 1 

岡山県 96 87 △  9 

計 2,710 2,651 △ 59 

＜サンクス＞    

北海道 252 229 △ 23 

岩手県 76 79 3 

秋田県 83 81 △  2 

宮城県 137 124 △ 13 

山形県 81 69 △ 12 

福島県 14 12 △  2 

茨城県 64 59 △  5 

千葉県 159 151 △  8 

埼玉県 42 35 △  7 

東京都 506 503 △  3 

神奈川県 214 209 △  5 

岐阜県 18 20 2 

愛知県 141 144 3 

三重県 27 31 4 

大阪府 235 244 9 

兵庫県 147 141 △  6 

岡山県 42 44 2 

広島県 19 25 6 

計 2,257 2,200 △ 57 
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チェーン全店店舗数(店) 

地域別 前連結会計年度末 
（平成15年２月28日） 

当連結会計年度末 
(平成16年２月29日) 

比較増減 

＜エリアフランチャイザー＞    

青森県  ― 121 ― 

岩手県 ― 6 ― 

秋田県 ― 30 ― 

計 ― 157 ― 

   合計 4,967 5,008 ― 

(注) エリアフランチャイザーの項目には連結子会社であるシーケー東北㈱のみを記載しております。 

また、当連結会計年度から連結子会社となったため、比較増減欄の記載を行っておりません。 
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(2) コンビニエンスストア事業に係るチェーン全店売上高 

コンビニエンスストア事業における地域別および商品別のチェーン全店売上高は以下のとおりであります。 

① 地域別売上状況 

 

前連結会計年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 地域別 

売上高（百万円） 構成比（％） 売上高（百万円） 構成比（％）

前年同期比 
（％） 

＜サークルケイ＞      

東京都 8,434 1.7 10,250 2.1 121.5 

神奈川県 24,324 5.0 24,553 5.1 100.9 

新潟県 4,417 0.9 6,162 1.3 139.5 

富山県 11,572 2.4 11,673 2.4 100.9 

石川県 21,283 4.4 20,710 4.3 97.3 

福井県 8,565 1.8 8,681 1.8 101.4 

長野県 16,462 3.4 16,575 3.4 100.7 

岐阜県 44,771 9.2 45,093 9.4 100.7 

静岡県 52,552 10.8 50,691 10.6 96.5 

愛知県 176,194 36.3 170,538 35.5 96.8 

三重県 38,322 7.9 36,250 7.5 94.6 

滋賀県 8,924 1.8 8,375 1.7 93.8 

京都府 18,969 3.9 18,498 3.9 97.5 

大阪府 20,732 4.3 21,971 4.6 106.0 

兵庫県 5,566 1.1 6,267 1.3 112.6 

奈良県 8,618 1.8 8,601 1.8 99.8 

和歌山県 1,701 0.4 2,299 0.5 135.1 

岡山県 14,252 2.9 13,259 2.8 93.0 

計 485,670 100.0 480,453 100.0 98.9 

＜サンクス＞      

北海道 39,320 9.7 36,377 9.0 92.5 

岩手県 13,138 3.2 13,905 3.5 105.8 

秋田県 13,307 3.3 12,945 3.2 97.3 

宮城県 22,181 5.5 20,438 5.1 92.1 

山形県 10,590 2.6 9,024 2.2 85.2 

福島県 2,023 0.5 1,827 0.5 90.3 

茨城県 10,263 2.5 9,796 2.4 95.4 

千葉県 30,547 7.5 28,701 7.1 94.0 

埼玉県 8,220 2.0 7,448 1.8 90.6 

東京都 100,813 24.8 105,437 26.1 104.6 

神奈川県 42,666 10.5 41,842 10.4 98.1 

岐阜県 3,042 0.8 3,417 0.9 112.3 

愛知県 28,793 7.1 28,421 7.0 98.7 

三重県 3,956 1.0 4,843 1.2 122.4 

大阪府 43,432 10.7 44,843 11.1 103.2 

兵庫県 24,745 6.1 23,542 5.8 95.1 

岡山県 7,039 1.7 7,135 1.8 101.4 

広島県 2,137 0.5 3,490 0.9 163.3 

計 406,219 100.0 403,441 100.0 99.3 
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前連結会計年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 地域別 

売上高（百万円） 構成比（％） 売上高（百万円） 構成比（％）

前年同期比 
（％） 

＜エリアフランチャイザー＞      

青森県  ― ― 14,312 78.0 ― 

岩手県 ― ― 874 4.8 ― 

秋田県 ― ― 3,166 17.2 ― 

計 ― ― 18,353 100.0 ― 

   合計 891,889 ― 902,247 ― ― 

(注)  エリアフランチャイザーの項目には連結子会社であるシーケー東北㈱のみを記載しております。 

    また、当連結会計年度から連結子会社となったため、比較増減欄の記載を行っておりません。 
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  ② 商品別売上状況 

 

前連結会計年度 
（自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 商品別 

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 

前年同期比 
（％） 

＜サークルケイ＞      

ファースト・フード 101,571 20.9 100,505 20.9 99.0 

生鮮食品 55,677 11.5 57,607 12.0 103.5 

加工食品 154,361 31.8 156,058 32.5 101.1 

食品小計 311,610 64.2 314,171 65.4 100.8 

非食品 132,071 27.2 137,411 28.6 104.0 

サービス 41,988 8.6 28,870 6.0 68.8 

計 485,670 100.0 480,453 100.0 98.9 

＜サンクス＞      

ファースト・フード 74,703 18.4 76,982 19.1 103.1 

生鮮食品 50,980 12.6 52,123 12.9 102.2 

加工食品 143,517 35.3 139,266 34.5 97.0 

食品小計 269,201 66.3 268,373 66.5 99.7 

非食品 105,413 25.9 106,801 26.5 101.3 

サービス 31,603 7.8 28,266 7.0 89.4 

計 406,219 100.0 403,441 100.0 99.3 

＜エリアフランチャイザー＞      

ファースト・フード ― ― 3,901 21.3 ― 

生鮮食品 ― ― 2,185 11.9 ― 

加工食品 ― ― 5,587 30.4 ― 

食品小計 ― ― 11,673 63.6 ― 

非食品 ― ― 4,884 26.6 ― 

サービス ― ― 1,795 9.8 ― 

計 ― ― 18,353 100.0 ― 

合計 891,889 ― 902,247 ― ― 

(注) １ 数量は品目が多岐にわたり、表示することは困難かつ適切でないため記載を省略しております。 

２ エリアフランチャイザーの項目には連結子会社であるシーケー東北㈱のみを記載しております。 

また、当連結会計年度から連結子会社となったため、前年同期比欄の記載を行っておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

 同業種および異業種との競争に生き残るためには、顧客の要求するコンビニエンスストアの姿を見極め、顧

客に支持されるストアブランドの構築が重要となります。またコンビニエンスストア業界は競争から淘汰の時

代に入っており、売上を増加させるためには設備投資、既存店梃入れのための販売促進策を推進する原資が今

まで以上に必要となります。当社は、収益性を重視した店舗開発により店舗採算の改善に努めるほか、新規商

品、オリジナル商品の開発により新たな顧客層の開拓に努めてまいります。 

サークルＫ、サンクスはコンビニエンスストアの展開では後発であったことから、ブランドとしての展開ス

ピードをあげるため地元資本との提携によりエリアフランチャイズでの店舗展開を行ってまいりました。今後

は地域戦略を検討することがより重要になるとともに、人事面や資本面でエリアフランチャイザーを支援する

必要性が出てまいりました。当社グループは、エリアフランチャイザー各社との連携を深めて情報交換を密に

し、さらに経営指導の強化を図ってまいります。 

なお、本年９月 1 日をもって、当社、サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソ

シエイツの３社が合併し「株式会社サークルＫサンクス」となる予定です。加盟店に負担のかからないスムー

ズな合併を実現することはもちろん、サークルＫ、サンクスを通じた店舗展開戦略、運営戦略の立案を強力に

推し進めてまいります。 

また、合併による統合効果をより一層大きくするために、収益・コスト構造の変革による競争力の維持と持

続的安定成長への転換を図ってまいります。 
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４ 【経営上の重要な契約等】 

(1)加盟店契約の要旨 

サークルケイ・ジャパン株式会社（以下「サークルＫ本部」という）および株式会社サンクスアンドアソシ

エイツ（以下「サンクス本部」という）がフランチャイズ・チェーン展開を行うために、各本部とそれぞれの

加盟者との間で結ぶ基本契約であり、契約内容の要旨は次のとおりであります。 

＜サークルＫ本部＞ 

ａ．契約の名称 

サークルＫ・フランチャイズ契約 

 

ｂ．契約の本旨 

サークルＫ本部の許諾によるコンビニエンスストア経営のためのフランチャイズ契約関係を形成する

ことであります。 

 

ｃ．契約の目的 

当事者（サークルＫ本部と加盟者）の協力に基づき、サークルＫ・システムによる統一性をもったコ

ンビニエンスストア事業を展開させることによって、両者の共存共栄を図り、併せて地域住民のよりよ

い生活実現のために奉仕することを目的とします。 

 

ｄ．加盟に際し徴収する加盟金、保証金その他の金銭に関する事項 

徴収する金銭の額 その性質 

総額    3,000,000円 下記(ａ)から(ｄ)までの合計 

内訳  

(ａ) 開業準備手数料 

1,000,000円 

 

加盟者の開店がただちにできる状態にするため開店前にサ

ークルＫ本部が実施する立地調査から商品陳列までの開業諸

準備作業に関する手数料（消費税等は別途） 

(ｂ) 研修費用 

300,000円 

開店前にサークルＫ本部で行う11日間の研修のための費用

で交通費、食費、宿泊費を含み２名分の費用（消費税等は別

途） 

(ｃ) 加盟証拠金 

500,000円 

サークルＫ店として加盟するための証拠金 

(ｄ) 商品等買取代金 

1,200,000円 

 

 

開業時に必要な在庫商品、消耗品、備品、釣り銭用現金等

を賄うための一部として加盟者が自己資本として積立てる金

額（この金額を超える部分の費用はサークルＫ本部が調達

し、自動融資の中に組込みます） 

 

ｅ．フランチャイズ権の付与（ライセンスの許諾） 

(ａ) サークルＫ店を象徴する“サークルケイ”等の商標、サービスマーク、意匠、記号、デザインそ

の他の標章の使用権 

(ｂ) サークルＫ・システムの経営ノウハウとその情報、各種マニュアル・資料・書式等を使用する権

利 

(ｃ) サークルＫ本部が貸与する営業用什器・設備等を使用する権利 

を与えております。 

ｆ．研修 

(ａ) 開店前加盟契約者（オーナー）研修 

(イ) 本部研修の内容 

 サークルＫ店経営のための管理手法、商品知識、接客方法および各種帳票、報告書類の作成な

どの講義（５日間） 

(ロ) 直営店における研修（６日間） 
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(ｂ) その他の研修（本件は契約書上は記載しておりません） 

パート・アルバイトを対象とした研修（随時）並びに年２回の「サークルＫセミナー」を開催 

 

ｇ．サークルＫ勘定 

加盟契約者の開業日から契約終了までの間の当事者間のすべての取引、債権・債務を継続的に、明確に

記帳し、順次決済を行う計算方法であり、自動融資制度の基本を成すものであります。 

 

ｈ．加盟店経営上の、サークルＫ本部からの助言・指導・援助 

(ａ) 担当者を派遣して、店舗・商品・販売に関する定期的、継続的助言・指導 

(ｂ) 加盟店の知名度を高め、販売を促進するための広告宣伝 

(ｃ) 販売情報等の資料の提供と店舗総合情報システムに関する情報の提供 

(ｄ) 商品開発の実施と仕入先の推奨・各種仕入の援助 

(ｅ) 実地棚卸の実施とその結果による商品管理上の改善事項の助言 

(ｆ) 経営資料の代行作成と提供（従業員給与計算を含む） 

 

ｉ．加盟者からの定期的に徴収する金銭関係 

加盟者の営業時間により、原則として下記の割合による金額を、サークルＫ本部が実施するサービスの

対価として徴収します。 

(ａ) ＳＡタイプの場合 

月間売上総利益の600万円未満の部分に対して30％相当額 

月間売上総利益の600万円以上750万円未満の部分に対して19％相当額 

月間売上総利益の750万円以上の部分に対して14％相当額 

 

(ｂ) ＳＣタイプの場合 

月間売上総利益の240万円未満の部分に対して37％相当額 

月間売上総利益の240万円以上340万円未満の部分に対して57％相当額 

月間売上総利益の340万円以上の部分に対して62％相当額 

 

なお、加盟者が収受する年間総収入金額がサークルＫ本部の定める一定の金額に満たない場合には、そ

の満たない部分をサークルＫ本部が負担する制度（最低保証制度）を採り入れています。 

 

ｊ．契約の期間・更新および契約の解除（ＳＡタイプ、ＳＣタイプ） 

(ａ) 契約の期間 

加盟店の開店日から満10年間（120会計期間） 

(ｂ) 契約の更新 

期間満了に際して、加盟者とサークルＫ本部の協議により合意に基づき新たな契約が行われます。 

(ｃ) 契約の解除 

(イ) サークルＫ店の経営の維持が困難であると認められる場合（銀行取引停止処分、破産、民事再生

等の申し立て、死亡、法律行為能力の喪失、店舗使用権の喪失等）は契約解除となります。 

(ロ) 背信行為（営業の譲渡、経営ノウハウ・経営機密等の漏洩、経営時における虚偽の申告等）や経

営放棄等の契約違反が発生し、もはや経営の継続を認めることができない場合は催告なしに解除す

ることができます。 
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＜サンクス本部＞ 

ａ．契約の名称 

サンクス・フランチャイズ・チェーン加盟店契約 

 

ｂ．契約の本旨 

サンクス本部の許諾によるコンビニエンスストア経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること

であります。 

 

ｃ．加盟に際し徴収する加盟金、その他の金銭に関する事項 

徴収する金銭の額 その性質 

総額    2,000,000円 下記(ａ)と(ｂ)の合計 

内訳  

(ａ) 加盟金 

1,000,000円 

サンクス店として加盟する証拠金（消費税等は別途） 

(ｂ) 開業準備手数料 

1,000,000円 

 

 

契約前の立地調査から、店舗プランニング、研修、商品陳

列まで、加盟者の開店がただちにできる状態にするためにサ

ンクス本部が担当実施する開店準備の諸作業に関する手数料

（消費税等は別途） 

 

ｄ．フランチャイズ権の付与に関する事項 

(ａ) サンクス・システムの経営ノウハウとその情報、これに必要な各種マニュアル・資料・書式とこ

れを使用する権利 

(ｂ) “サンクス”の商標・サービスマーク・意匠著作権その他の標章の使用権 

(ｃ) サンクス本部が貸与する営業用什器・設備の使用権 

を与えております。 

 

ｅ．加盟者に対する商品の販売条件に関する事項 

(ａ) 加盟者の開店時に在庫する商品は、開店日までにサンクス本部が準備し、加盟者は仕入原価で買

い取ります。開店後の商品は、加盟者がサンクス本部の推薦する仕入先およびその他の仕入先から

買い取ります。 

(ｂ) 開店時の在庫品の代金は、開店前日に加盟者がサンクス本部に送金する商品等準備金の一部をも

って充当決済されるほか、開店後原則として毎日サンクス本部に送金される売上金から随時充当決

済されます。 

 

ｆ．研修 

(ａ) 加盟に際しての研修 

 加盟者はサンクス本部の定める研修のすべての課程を修了することを要します。 

(ｂ) 研修の内容 

(イ) 教室内研修（５日間） 

 サンクス本部の実施するフランチャイズ・システムの理解、販売心得、接客方法、商品管理、

仕入の事務処理、帳票類の作成および従業員の管理方法 

(ロ) 直営店における実務研修（８日間） 

 

ｇ．加盟者に対する継続的な経営指導の方法 

(ａ) 担当者を派遣して、店舗、商品、販売、その他経営に関する定期的継続的指導・助言 

(ｂ) 販売情報等の資料の提供およびサンクス本部のシステムに関する情報の提供 

(ｃ) 各加盟店の知名度を高め、販売促進のための広告宣伝 

(ｄ) 業務の合理化のための店舗総合情報システム機器等の提供 

(ｅ) 従業員採用・教育・管理に関するマニュアルおよび情報の提供 
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(ｆ) 毎月の経営の計数管理のための会計業務の代行 

(ｇ) 実地棚卸の実施とその結果による商品管理の改善の助言 

(ｈ) 商品仕入等についての与信 

 

ｈ．加盟者からの定期的に徴収する金銭関係 

 加盟者の営業時間により、原則として下記の割合による金額を、サンクス本部が実施するサービス等の

対価として徴収します。 

(ａ) 通常フランチャイズ店 

(イ) 24時間営業店舗 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大31％）を乗じた額 

(ロ) 上記以外の営業時間の店舗 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大33％）を乗じた額 

 

(ｂ) サンクス本部が加盟者に店舗を提供する場合 

(イ) 外装費、店舗賃借費用等をサンクス本部が負担し、内装費を加盟者が負担する場合 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大45％）を乗じた額 

 

(ロ) 内外装費、店舗賃借費用等をサンクス本部が負担する場合 

月間売上総利益に月間売上総利益の額に応じ段階的に定められた料率（最大50％）を乗じた額 

 

ｉ．契約の期間、契約の更新および契約の解除 

(ａ) 契約の期間 

加盟店としての新規開店日を初日とする満10年間 

(ｂ) 契約の更新 

 契約満了に当たって、加盟者とサンクス本部が協議により、合意に基づいて新たな契約が行われ

ます。（更新期間は５年間） 

(ｃ)契約の解除 

(イ) 死亡、解散、法律行為能力の喪失、店舗の滅失等それ自体で経営が不可能のときは契約が自動

的に終了される。 

(ロ) 当事者の極度の信用低下（銀行取引停止処分から破産申立等まで）により経営の維持が困難と

認められる場合および加盟者の基本的な契約の破壊行為（営業の譲渡、経営ノウハウ・企業機密

の漏洩等の不信行為）や経営放棄等経営の継続が不可能な場合は、催告なしに解除することがで

きます。 
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(2)エリアフランチャイズ契約の要旨 

＜サークルケイ・ジャパン株式会社＞ 

ａ．シーケー東北株式会社 

(ａ) 契約日      平成15年３月１日 

(ｂ) 契約名      「サークルＫ・エリアフランチャイズ実施権許諾契約」 

(ｃ) 契約内容     青森県、岩手県、秋田県下におけるコンビニエンスストア「サークルＫ店」の

経営およびフランチャイズ店の営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     定めなし 

(ｅ) 契約の条件    ロイヤルティ 全売上高の一定料率 

（注）平成15年３月１日付でエリアフランチャイザーである㈱サークルケイ・ノースジャパンとエリアフ

ランチャイズ実施権許諾契約を合意解約しております。 

 

ｂ．サークルケイ四国株式会社 

(ａ) 契約日      平成８年５月14日 

(ｂ) 契約名      「サークルＫ・エリアフランチャイズ実施権許諾契約」 

(ｃ) 契約内容     愛媛県、香川県、徳島県、高知県下および広島県の一部におけるコンビニエン

スストア「サークルＫ店」の経営およびフランチャイズ店の営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     定めなし 

(ｅ) 契約の条件    ロイヤルティ 全売上高の一定料率 

 
 
＜株式会社サンクスアンドアソシエイツ＞ 

ａ．サンクス西埼玉株式会社 

(ａ) 契約日      平成14年４月15日（更新日） 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     荒川以西の埼玉県、東京都西多摩地区におけるコンビニエンスストア「サンク

ス店」の直営およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｂ．栄興サンクス株式会社 

(ａ) 契約日      昭和63年６月30日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     北海道の釧路、帯広、北見圏におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の

直営およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間（満３年を限度とし延長可能） 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｃ．サンクス東埼玉株式会社 

(ａ) 契約日      平成15年７月19日（更新日） 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約の更新」 

(ｃ) 契約内容     荒川以東の埼玉県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営および

フランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

ｄ．サンクス東海株式会社 

(ａ) 契約日      平成元年９月６日 
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(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     愛知県東部、静岡県西部におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営

およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｅ．サンクス京阪奈株式会社 

(ａ) 契約日      平成元年10月26日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     奈良県、京都府、滋賀県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営

およびフランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｆ．サンクス西四国株式会社 

(ａ) 契約日      平成４年８月27日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     愛媛県、高知県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフ

ランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｇ．サンクス青森株式会社 

(ａ) 契約日      平成６年３月１日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     青森県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフランチャ

イズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｈ．株式会社サンクスアンドアソシエイツ東四国 

(ａ) 契約日      平成７年１月12日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     香川県、徳島県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフ

ランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｉ．株式会社サンクス・ホクリア 

(ａ) 契約日      平成７年１月24日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     石川県、福井県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフ

ランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 
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(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

ｊ．株式会社サンクスアンドアソシエイツ富山 

(ａ) 契約日      平成８年７月２日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     富山県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフランチャ

イズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｋ．株式会社シー・ヴイ・エス・ベイエリア 

(ａ) 契約日      平成９年１月14日 

(ｂ) 契約名      「サンクス企業フランチャイズ契約」 

(ｃ) 契約内容     東京都９特別区、千葉県全域におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の

直営およびフランチャイズ店の独占権を有しない営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     平成９年３月１日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 営業する店舗数に応じ、段階的に定められた金額 

 

ｌ．株式会社サンクスアンドアソシエイツ栃木 

(ａ) 契約日      平成９年３月12日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     栃木県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営およびフランチャ

イズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 

 

ｍ．南九州サンクス株式会社 

(ａ) 契約日      平成10年８月21日 

(ｂ) 契約名      「サンクス・エリアライセンス契約」 

(ｃ) 契約内容     鹿児島県、宮崎県におけるコンビニエンスストア「サンクス店」の直営および

フランチャイズ店の独占権を有する営業の許諾 

(ｄ) 契約期間     契約日から満15年間 

(ｅ) 契約の条件    ライセンスフィー 加盟店に対し実施するサービス等の対価として徴収する金

額の合計に対し一定率を乗じた額 
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(3) グループ運営業務契約 

当社とサークルケイ・ジャパン株式会社およびに株式会社サンクスアンドアソシエイツとは、グループ事業

運営にあたり、当社がサークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツヘの役務

の提供として、「グループ事業戦略の決定・提示」、「グループ事業活動の管理」および「グループ集中業

務」を行うことについて、合意いたしましたので、平成13年７月２日付にて「グループ運営業務契約」を締結

しております。 

グループ運営業務の概要につきましては、次のとおりであります。 

① グループ事業戦略の決定・提示 

次の事業戦略を決定し、サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツに

対して提示するものとする。 

・企業価値最大化への戦略 

・ブランド戦略、新規事業戦略 

・商品メーカー、商品仕入先戦略 

・物流戦略 

・財務戦略 

・情報システム戦略 

② グループ事業活動の管理 

・各事業会社(サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツ)の指導 

・各事業会社(サークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツ)間の調整 

・予算管理 

・システム開発、運用、保守のマネジメント 

③ グループ集中業務 

・合同商談の推進、合同キャンペーンの実施 

・連結決算に係る業務 

・ＩＲ、グループ広報の実施 

・次期情報システムの企画、開発 

・ｅビジネス、金融ビジネスの統括 
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(4)当社とサークルケイ・ジャパン株式会社および株式会社サンクスアンドアソシエイツとの合併契書の締結 

 

株式会社シーアンドエス（以下「甲」という）、サークルケイ・ジャパン株式会社（以下「乙」という）、

株式会社サンクスアンドアソシエイツ（以下「丙」という）は平成16年２月27日、合併契約書を締結いたし

ました。合併に関する事項は以下のとおりです。 

 

１ 合併の目的 

甲、乙および丙の組織的一本化により、意思決定の迅速化、コミュニケーションの円滑化、規模の利益、

合理化利益の追求、重複コストの削減を図り、経済環境の変化と成熟した業界動向に対応し、量的拡大を

基本とした高度成長から、収益・コスト構造の変革による競争力の維持と継続的安定成長への転換を図る

ことを目的としております。 

 

２ 合併の相手先 

(1) サークルケイ・ジャパン株式会社 

①住所            愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

②代表者の氏名        代表取締役社長 土方  清 

③資本金           8,380百万円 

④事業の内容         コンビニエンスストアの経営等 

(2) 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 

①住所            東京都港区芝二丁目28番８号 

②代表者の氏名        代表取締役社長 夫馬 泰彦 

③資本金           5,089百万円 

④事業の内容         コンビニエンスストアの経営等 

 

３ 合併の方法 

乙を存続会社とし、甲および丙両社を消滅会社とします。 

 

４ 合併期日 

   平成16年９月１日 

 

５ 合併会社の商号 

   株式会社サークルＫサンクス 

  （英文表示はCircle K Sunkus Co.,Ltd.） 

 

６ 合併比率 

甲および乙の合併比率を１：１とします。 

乙は普通株式86,015,618株を発行し,甲から継承する自己株式167,608株（普通株式）と合わせて、合

計86,183,226株を合併期日前日の甲の最終株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対

し、その所有する株式１株につき１株の割合で割り当てます。なお、乙が丙の発行済み株式の全部を保

有することになることから、合併期日前日の丙の株主である甲には代用自己株式または合併新株のいず

れも株を割り当てません。 

 

７ 合併交付金 

乙は、合併期日前日の甲の最終株主名簿に記載または記録された株主または登録質権者に対し、その

所有株式１株につき金16円の合併交付金を、甲の平成16年３月１日から平成16年８月31日に至る期間の

中間配当金相当額として、合併期日後３箇月以内に支払います。ただし、合併交付金は合併期日前日の

甲の資産、負債の状況その他の経済情勢の変化に応じて、甲と乙の協議の上、これを変更できるものと

します。 

 

８ 増加すべき資本金 

   資本金の増加は行いません。 

 

９ 配当起算日 

乙が、甲の株主または登録質権者に割り当てる株式に対する利益配当の計算は、合併期日を起算日と

して行います。 

 

10 株券提出手続き 
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   甲は、合併に際して、商法第409条第９号に定める株券提出手続きを行います。 

 

11 資産、負債および権利義務の引継ぎ 

   乙は、合併期日において、甲および丙の資産、負債および権利義務の一切を引き継ぎます。 

 

12 合併の日程 

   合併契約書承認取締役会（３社）       平成16年２月27日 

   合併契約書締結（３社）           平成16年２月27日 

   合併契約書承認株主総会（乙）        平成16年５月17日（予定） 

   合併契約書承認株主総会（丙）        平成16年５月18日（予定） 

合併契約書承認株主総会（甲）        平成16年５月26日（予定） 

合併期日                  平成16年９月１日（予定） 

合併登記日                 平成16年９月上旬（予定） 

 
13 合併後の状況 

(１) 商号     株式会社サークルＫサンクス 

(２) 事業内容   コンビニエンスストア「サークルＫ」「サンクス」のフランチャイズ 

チェーン主宰事業 

(３) 本店所在地  愛知県稲沢市天池五反田町１番地 

(４) 本部所在地  東京都江東区塩浜二丁目20番１号 

(５) 代表者    土方  清（予定） 

(６) 資本金    8,380,400,000円 

(７) 総資産    2,000億円（見込み） 

(８) 決算期    ２月末日 

(９) 組織形態   事業本部制（サークルＫ事業本部、サンクス事業本部の２事業本部） 

 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、販売競争の激化に対応し、顧客の利便性を一層向上させること等を目

的として、総額１６４億３千万円の設備投資を実施しました。 

主なものとして、店舗の新設に伴う投資を１１７億７千７百万円、既存店舗の機能改善・設備の改修増強等に

伴う投資を２３億５千４百万円行っておリます。 

またシステム関連として１５億２千万円の投資を行っております。 

なお、当連結会計年度末における重要な設備の除却・売却等につきましては、前連結会計年度末に計画してお

りました店舗の閉店に伴い、設備の除却・売却損２１億６千３百万円など総額２８億７千４百万円の損失を計上

いたしました。 

 



ファイル名:030_9343900101605 更新日時:04/05/13 11:27 印刷日時:04/05/27 19:19 

―   ― 29 

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部 
東京都 
江東区 本部 6 6 

― 
(―) ― 12 23 

合計 ― ― 6 6 
― 
(―) ― 12 23 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 国内子会社 

① サークルケイ・ジャパン株式会社 

 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部・ 
事務所(注)３ 

愛知県 
稲沢市 他 

本部・ 
事務所 

131 164 
192 
( 1)

4 492 871 

物流センター 
   (注)４ 

名古屋市 
港区 他 

物流 
センター 

306 0 
1,829 
( 8)

23 2,159 ― 

店舗 
(2,760店) 
   (注)５ 

名古屋市 
天白区 他 

店舗 14,612 3,770 
5,288 
( 43)

― 23,671 75 

合計 ― ― 15,050 3,935 
7,309 
( 52)

28 26,323 946 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、機械及び装置23百万円、車両運搬具4百万円であり、建

設仮勘定は含まれておりません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記区分の「本部・事務所」には福利厚生施設としての寮が含まれております。 

４ 物流センターの運営につきましては、外部に委託しております。 

５ 店舗にはサークルケイ・ジャパン株式会社が所有するエリアフランチャイズ(109店舗)にかかるものを

含んでおります。 

６ 従業員数の中には、嘱託及びパートタイマー等は含まれておりません。 
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② 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 
 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部・事務所 
東京都 
江東区 他 

本部・ 
事務所 258 108 

358 
(3) 0 725 795 

店舗 
(2,200店) 

仙台市 
大田区 他 店舗 10,038 76 

1,678 
(17) ― 11,793 133 

合計 ― ― 10,297 184 
2,036 
(20) 0 12,518 928 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、車両運搬具であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数の中には、嘱託及びパートタイマー等は含まれておりません。 

 

③ シーケー東北株式会社 

 

帳簿価額(百万円) 

事業所名 所在地 設備の内容 
建物及び 
構 築 物 

器具及び 
備  品 

土地 
(面積千㎡) 

その他の 
有  形 
固定資産 

合  計 

従業 
員数 
(名) 

本部 
青森県 
青森市 本部 8 1 

― 
(―) ― 10 65 

店舗 
(157店) 

青森県 
青森市 店舗 618 70 

21 
(0) 1 711 ― 

合計 ― ― 626 72 
21 
(0) 1 721 65 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、車両運搬具であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数の中には、嘱託及びパートタイマー等は含まれておりません。 

 

上記のほか、主要なリース設備として以下のものがあります。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 設備の内容 リース期間 

年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高 
（百万円） 備考 

店舗用販売 
設備一式 5～6年 1,998 6,738 (注) 

サ ー ク ル ケ イ ・ 
ジ ャ パ ン ㈱ 

愛知県 
稲沢市 他 販売時点情報管理 

装置及び事務機器 4～6年 2,955 5,392 (注) 

店舗・オフィス用 
什器設備 

5～6年 5,732 14,590  
㈱ サ ン ク ス ア ン ド 
ア ソ シ エ イ ツ 

東京都 
江東区 他 

業務用車両    3年 139 183  

店舗及び店舗設備
一式 

4～20年 209 701  
シーケー東北㈱ 

青森県 
青森市 他 

事務機器 他   5～6年 3 13  

(注) サークルケイ・ジャパン株式会社の年間リース料およびリース契約残高には、エリアフランチャイズにか

かるものを含んでおります。 
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３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 

投資予定額 
会社名 

事業所名 
(所在地) 設備の内容 総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 

資金調達方法 備考 

東京都 
品川区 他 

店舗の新設及び
改修 12,986 473 自己資金 

新設予定店舗 
334店舗 サ ー ク ル ケ イ ・ 

ジ ャ パ ン ㈱ 愛知県 
稲沢市 他 

情報システム他 707 17 〟  

茨城県 
新治郡 
千代田町 他 

店舗の新設及び
改修 3,226 330 自己資金 

新設予定店舗 
90店舗 ㈱サンクスアンド 

ア ソ シ エ イ ツ 
（注）３ 東京都 

江東区 情報システム他 564 ― 〟  

シ ー ケ ー 東 北 ㈱ 

（注）４ 

青森県 

青森市 

店舗の新設及び

改修 
220 57 自己資金 

新設予定店舗 

6店舗 

合計 ― ― 17,704 879 ― ― 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 提出会社の「情報システム」の投資につきましては、提出会社がサークルケイ・ジャパン株式会社、

株式会社サンクスアンドアソシエイツおよびシーケー東北株式会社の情報システムにおける企画開発

および支払の窓口となっておりますが、それぞれの事業会社の「情報システム他」の投資に含めて記

載しております。 

    ３ 株式会社サンクスアンドアソシエイツは平成16年９月１日にサークルケイ・ジャパン株式会社と合併

予定のため平成16年８月までの６ヵ月分としております。それ以降については、サークルケイ・ジャ

パン㈱に含めております。 

４ シーケー東北株式会社は平成16年６月１日にサークルケイ・ジャパン株式会社と合併予定のため、投

資予定額は平成16年５月までの３ヵ月分としております。それ以降については、サークルケイ・ジャ

パン㈱に含めております。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

 当社が発行する株式の総数は、180,000,000株とする。 

 ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
(平成16年２月29日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成16年５月28日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 86,183,226 86,183,226 

東京証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所 
(市場第一部) 

― 

計 86,183,226 86,183,226 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
 
(百万円) 

資本金残高 
 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成13年７月１日 
(注)１ 23,195 71,819 5,089 13,469 17,822 26,223 

平成13年10月22日 
(注)２ 14,363 86,183 ― 13,469 ― 26,223 

(注) １ 平成13年７月１日付、株式会社サンクスアンドアソシエイツとの株式交換(交換比率１：0.9)の実施に

伴うものであります。 

２ 株式分割 １：1.2 
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(4) 【所有者別状況】 

平成16年２月29日現在 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

区分 政府及び 
地方公共 
団体 
金融機関 証券会社 

その他の 
法人 

外国 
法人等 

外国法人 
等のうち 
個人 

個人 
その他 計 

単元未満 
株式の状況 
(株) 

株主数 
(人) 

― 67 18 378 170 1 9,568 10,201 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 206,606 22,419 440,217 114,377 7 75,532 859,151 268,126 

所有株式数 
の割合(％) 

― 24.05 2.61 51.24 13.31 0.00 8.79 100.00 ― 

(注) １ 自己株式26,703株は、「個人その他」の欄に267単元、「単元未満株式の状況」の欄に３株含まれてお

ります。 

２ 上記「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞ

れ46単元および87株含まれております。 

 

(5) 【大株主の状況】 

平成16年２月29日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

ユニー株式会社 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 40,746 47.28 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海一丁目８番11号 8,601 9.98 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,831 5.60 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,812 2.10 

橘 髙 隆 哉 東京都目黒区青葉台二丁目13番６号 975 1.13 

野村信託銀行株式会社 
（投信口） 

東京都中央区日本橋一丁目１番１号 832 0.97 

バンク オブ ニューヨーク 
ヨーロッパ リミテッド 
１３１７０５ 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室） 

67 ロンバード ロンドン ＥＣ３Ｐ 
３ＤＬ 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

741 0.86 

みずほ信託退職給付信託みずほ
コーポレート銀行口再信託受託
者資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟 

617 0.72 

カネ美食品株式会社  愛知県名古屋市天白区中坪町90番地 576 0.67 

第一生命保険相互会社特別口 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 567 0.66 

計 ― 60,301 69.97 

(注) 所有株式数は、千株未満を切り捨てて記載しております。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年２月29日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式   26,700 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 85,888,400 858,884 ― 

単元未満株式 普通株式    268,126 ― ― 

発行済株式数 86,183,226 ― ― 

総株主の議決権 ― 858,884 ― 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,600株（議決権

46個）含まれております。 

２ 「単元未満株式数」の欄には、当社所有の自己株式が３株、証券保管振替機構名義の株式87株含まれて

おります。 

 

② 【自己株式等】 

平成16年２月29日現在 

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 

自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社シーアンドエス 

愛知県稲沢市天池五反田町
１番地 26,700 ― 26,700 0.0 

計 ― 26,700 ― 26,700 0.0 

 

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
 

  【株式の種類】 普通株式 
 
イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

平成16年５月26日現在 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

定時株主総会での決議状況 
(平成15年５月22日決議) 

500,000 1,000,000,000 

前決議期間における取得自己株式 ― ― 

残存授権株式の総数及び価額の総額 500,000 1,000,000,000 

未行使割合(％) 100.0 100.0 

（注）１ 上記授権株式数の前定時株主総会の終結した日現在の発行済株式総数に対する割合は0.6％であります。 

２ 平成15年５月22日の株主総会決議により上記のとおり自己株式取得の枠について決定しましたが、単元

未満株式買増請求への対応等、取得をすべき特段の必要性が生じなかったため、未行使割合が100％とな

っております。 
 

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成16年５月26日現在 

区分 株式数(株) 

保有自己株式数 ― 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成16年５月26日現在 

区分区分 株式の種類 株式数（株） 価格の総額（円） 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 

（注） 平成16年５月26日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、商法第211条ノ３第１項第

２号の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を買受けることができる。」旨を定款に定めておりま

す。 
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(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の

状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

 

３ 【配当政策】 

 当社は、高い成長性を維持するとともに経営基盤強化のための内部留保を充実させながら、業績に沿って

株主の皆様に利益還元を行ってまいります。具体的には、安定配当の維持を第一に考えておりますが、利益

の伸びに応じ連結当期純利益の２０％を配当として還元する方針であり、将来的には配当性向を３０％に高

めていきたいと考えております。 

なお、内部留保資金につきましては新店の開発や既存店の活性化、新規商品の什器設備など投資に充てる

予定としております 

当事業年度の配当金につきましては、平成15年８月末の中間配当を１株当たり１６円としており、また、

期末配当金を１６円とし、１株当たり３２円の年間配当金を実施いたしました。 

この結果、当事業年度の配当性向（連結ベース）は３６.５％となります。 

 

(注) 当事業年度の中間配当に関する取締役会決議日 平成15年10月14日 

 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成11年３月 平成12年２月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 

最高(円) 6,250 5,970 4,880 
4,510 
※ 3,860 3,350 2,335 

最低(円) 3,700 3,720 3,020 
2,520 
※ 2,140 1,347 1,205 

(注) １ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

２ ※印は株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。 

３ 第17期は、平成11年６月29日開催の第16期定時株主総会において、決算期を３月31日から２月末日に変

更しております。 

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 平成15年９月 10月 11月 12月 平成16年１月 ２月 

最高(円) 2,115 2,305 2,135 1,960 2,150 2,335 

最低(円) 1,653 1,929 1,723 1,771 1,913 2,060 

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

 



ファイル名:042_9343900101605 更新日時:04/05/13 17:14 印刷日時:04/05/27 19:20 

―   ― 37 

５ 【役員の状況】 
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

昭和43年９月 ㈱長崎屋入社 

昭和49年７月 ㈱ブラジル長崎屋 

代表取締役社長就任 

昭和55年７月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

代表取締役社長就任 

昭和60年４月 同社代表取締役専務就任 

昭和60年５月 ㈱長崎屋退職 

平成４年５月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

代表取締役副社長就任 

平成４年11月 同社代表取締役社長就任 

平成10年12月 当社顧問 

平成11年６月 当社取締役就任 

平成13年７月 当社代表取締役会長就任(現任) 

代表取締役会長 経営戦略会議議長 橘髙 隆哉 昭和14年11月24日 

平成16年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

取締役就任(現任) 

775 

昭和36年４月 ㈱外山商店入社 

昭和41年11月 ㈱西川屋チェン(現ユニー㈱) 

入社 

昭和54年12月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部商品部長 

昭和59年２月 同社国際室シニアマネージャー 

昭和61年３月 当社取締役就任 

平成元年４月 当社運営本部長 

平成２年４月 当社常務取締役就任 

平成６年６月 当社専務取締役就任 

平成８年６月 当社代表取締役社長就任(現任) 

代表取締役社長 最高経営責任者 外山 泰三 昭和17年８月26日 

平成16年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

取締役就任(現任) 

59 

昭和46年３月 ユニー㈱入社 

昭和53年９月 同社人事部付 

(ユニー労働組合専従) 

昭和62年９月 同社人事部付 

(ユニー労働組合中央執行委員長) 

平成９年10月 同社中京本部中運営部岩倉店店長 

平成11年４月 同社中京本部中運営部長 

平成13年３月 当社人事部付部長 

(㈱シーアンドエス設立準備担当) 

平成13年５月 当社取締役就任(現任) 

平成13年７月 当社総合企画室長（現任） 

平成14年11月 当社資金管理本部長兼 

システム本部長 

取締役 総合企画室長 平野 俊文 昭和24年１月23日 

平成16年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

取締役就任(現任) 

3 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

昭和63年８月 ㈱ジェイエフコーポレーション 

退社 

平成元年10月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

入社 

平成６年２月 同社店舗運営本部運営推進部 

シニアマネージャー 

平成11年１月 同社業務提携委員会システム統一

本部シニアマネージャー 

平成12年３月 同社システム本部副本部長 

平成13年５月 同社取締役システム本部副本部長 

就任 

平成15年５月 当社取締役就任（現任） 

システム本部長 

取締役 ――――― 金子 祥三 昭和30年１月３日 

平成16年３月 当社社長付（現任） 

4 

昭和44年３月 ㈱西川屋チェン(現ユニー㈱) 

入社 

昭和54年12月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部企画室長代理 

昭和61年３月 当社取締役就任（現任） 

平成元年４月 当社取締役開発本部長 

平成２年４月 当社常務取締役就任 

平成８年４月 当社統括本部長 

平成８年４月 当社専務取締役就任 

平成11年５月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

取締役就任 

平成12年５月 当社ｅ－ビジネス事業部長 

当社代表取締役専務就任 

取締役 ――――― 土 方 清 昭和20年１月10日 

平成13年７月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

代表取締役社長就任(現任) 

59 

昭和45年４月 名古屋トヨペット㈱入社 

昭和45年９月 ㈱ユニー（現ユニー㈱）入社 

昭和58年３月 同社サークルＫ・ジャパン事業部 

経理管理担当主査 

平成６年４月 当社管理本部長 

平成６年６月 当社取締役就任 

平成８年４月 当社業務統括本部管理本部長 

平成10年４月 当社管理本部長 

平成13年３月 当社開発本部長 

平成13年７月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

取締役開発本部長就任 

平成15年２月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

顧問 

平成15年５月 同社代表取締役社長就任(現任) 

当社取締役就任（現任） 

取締役 ――――― 夫馬 泰彦 昭和22年７月12日 

平成16年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

取締役就任(現任) 

10 

昭和60年３月 ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

入社 

平成５年９月 同社開発部副本部長 

平成７年５月 同社取締役就任 

平成13年２月 同社取締役社長付特命担当 

平成13年７月 当社常勤監査役就任(現任) 
常勤監査役 ――――― 高屋 修治 昭和20年１月19日 

平成14年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

監査役就任(現任) 

㈱サンクスアンドアソシエイツ 

監査役就任（現任） 

14 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
(千株) 

昭和44年３月 ㈱ほていや(現ユニー㈱)入社 

昭和57年９月 ユニー㈱サークルＫ・ジャパン 

事業部第一営業部主査 

昭和62年９月 当社総務人事部部長代理 

平成４年３月 当社東京営業統括部長兼開発部長 

平成８年４月 当社総合企画室経営企画担当部長 

平成13年３月 当社人事部付部長 

平成13年７月 当社常勤監査役就任(現任) 

常勤監査役 ――――― 宮崎 恒充 昭和21年10月25日 

平成14年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

監査役就任(現任) 

㈱サンクスアンドアソシエイツ 

監査役就任（現任） 

15 

平成５年７月 名古屋国税局課税第２部次長 

平成６年７月 名古屋西税務署長 

平成７年７月 名古屋中税務署長 

平成８年９月 

平成14年５月 

桂川明税理士事務所開業 

当社監査役就任（現任） 

監査役 ――――― 桂川 明 昭和13年２月２日 

平成16年５月 サークルケイ・ジャパン㈱ 

監査役就任(現任) 

― 

計 941 

(注) 監査役桂川明は株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であ

ります。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表および財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成14年３月１日から平成15年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度（平成15年３月１日から平成16年２月29日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成14年３月１日から平成15年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度（平成15年３月１日から平成16年２月29日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日ま

で)および前事業年度(平成14年３月１日から平成15年２月28日まで)並びに当連結会計年度(平成15年３月１日か

ら平成16年２月29日まで)および当事業年度(平成15年３月１日から平成16年２月29日まで)の連結財務諸表および

財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

  
前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   33,893   39,654  

２ 加盟店貸勘定   3,711   3,600  

３ 有価証券   5,501   13,101  

４ たな卸資産   1,915   1,922  

５ 前払費用   2,928   3,051  

６ 繰延税金資産   1,122   2,130  

７ 未収入金   9,654   9,062  

８ その他   3,217   3,300  

９ 貸倒引当金   △  707   △  593  

流動資産合計   61,237 31.5  75,230 36.7 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

（1）建物及び構築物  42,331   43,668   

減価償却累計額  17,912 24,418  17,688 25,980  

（2）機械装置及び運搬具  268   271   

減価償却累計額  231 37  241 29  

（3）器具及び備品  17,761   16,463   

減価償却累計額  12,870 4,890  12,263 4,199  

（4）土地   8,768   9,367  

（5）建設仮勘定   93   147  

有形固定資産合計   38,208 19.7  39,724 19.4 

２ 無形固定資産        

（1）ソフトウェア   9,323   7,021  

（2）ソフトウェア仮勘定   ―   162  

（3）連結調整勘定   11,972   11,224  

（4）その他   2,100   2,362  

無形固定資産合計   23,396 12.0  20,770 10.1 

３ 投資その他の資産        

（1）投資有価証券 ※１  6,715   5,820  

（2）繰延税金資産   5,187   4,731  

（3）長期差入保証金   53,570   52,665  

（4）その他   7,943   8,069  

（5）貸倒引当金   △ 1,770   △ 2,140  

投資その他の資産合計   71,645 36.8  69,147 33.8 

固定資産合計   133,250 68.5  129,642 63.3 

資産合計   194,487 100.0  204,873 100.0 
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前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 買掛金   37,963   40,909  

２ 加盟店借勘定   3,094   3,111  

３ 短期借入金   1,650   500  

４ 未払金   4,937   6,446  

５ 未払法人税等   4,868   3,313  

６ 預り金   14,979   16,746  

７ 賞与引当金   736   724  

８ その他   3,664   4,124  

流動負債合計   71,894 37.0  75,877 37.0 

Ⅱ 固定負債        

１ 退職給付引当金   4,140   4,499  

２ 役員退職慰労引当金   370   328  

３ 預り保証金   11,861   13,023  

４ その他   137   198  

固定負債合計   16,509 8.5  18,049 8.8 

負債合計   88,404 45.5  93,927 45.8 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   13,469 6.9  13,469 6.6 

Ⅱ 資本剰余金   26,223 13.5  26,223 12.8 

Ⅲ 利益剰余金   65,932 33.9  70,731 34.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   532 0.2  596 0.3 

Ⅴ 自己株式 ※４  △  74 △ 0.0  △  74 △ 0.0 

資本合計   106,083 54.5  110,945 54.2 

負債・資本合計   194,487 100.0  204,873 100.0 
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② 【連結損益計算書】 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収入        

加盟店からの収入  98,861   101,772   

（加盟店からの収入の対象
となる加盟店売上高（非 
連結のエリアフランチャ
イザーを除く）は次のと
おりであります。 

       

前連結会計年度 
844,820百万円 

当連結会計年度 
847,100百万円 

       

また自営店売上高との合
計額（非連結のエリアフ
ランチャイザーを除く）
は次のとおりでありま
す。 

       

前連結会計年度 
891,889百万円 

当連結会計年度 
902,247百万円) 

       

その他の営業収入  12,383 111,244 70.3 12,581 114,354 67.5 

Ⅱ 売上高  ( 47,069) 47,069 (100.0)
29.7 

( 55,147) 55,147 (100.0)
32.5 

営業総収入合計   158,313 100.0  169,501 100.0 

Ⅲ 売上原価  ( 35,582) 35,582 
( 75.6)
22.5 

( 41,754) 41,754 
(75.7)
24.6 

売上総利益  ( 11,487)  ( 24.4) ( 13,393)  (24.3)

営業総利益   122,731 77.5  127,747 75.4 

Ⅳ 販売費及び一般管理費        

１ 支払手数料  4,725   5,024   

２ 広告宣伝費  9,451   10,436   

３ 消耗品費  1,547   1,630   

４ 役員報酬  377   329   

５ 従業員給与・賞与  13,021   14,412   

６ 賞与引当金繰入額  736   724   

７ 退職給付引当金繰入額  1,017   1,294   

８ 役員退職慰労引当金 
  繰入額  66   56   

９ 法定福利費・厚生費  2,268   2,546   

10 賃借料  30,965   33,746   

11 店舗設備リース料  10,331   10,798   

12 減価償却費  9,095   8,878   

13 水道光熱費  2,321   2,418   

14 事務処理費  4,777   4,881   

15 貸倒引当金繰入額  102   492   

16 連結調整勘定償却額  748   872   

17 その他  7,008 98,562 62.2 6,766 105,311 62.2 

営業利益   24,168 15.3  22,435 13.2 
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前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅴ 営業外収益        

１ 受取利息  305   321   

２ 受取配当金  31   54   

３ 受取補償金  156   304   

４ その他  191 685 0.4 166 847 0.5 

Ⅵ 営業外費用        

１ 支払利息  77   23   

２ 解約損害金  1,167   3,422   

３ その他  34 1,279 0.8 134 3,581 2.1 

経常利益   23,574 14.9  19,701 11.6 

Ⅶ 特別利益        

１ 固定資産売却益 ※１ 57   82   

２ 貸倒引当金戻入額  18 76 0.0 ― 82 0.0 

Ⅷ 特別損失        

１ 固定資産処分損 ※２ 1,051   2,163   

２ 投資有価証券評価損  554   531   

３ リース解約損  ―   711   

４ ソフトウェア更新損  539   ―   

５ マルチ・メディア情報 
  端 末 機 処 理 損 

 ―   341   

６ 商品評価損  ―   531   

７ 連結調整勘定評価損  ―   497   

８ その他  444 2,589 1.6 82 4,860 2.8 

税金等調整前当期純利益   21,061 13.3  14,923 8.8 

法人税、住民税及び 
事業税  10,244   7,847   

法人税等調整額  △  673 9,570 6.0 △  574 7,272 4.3 

当期純利益   11,490 7.3  7,651 4.5 
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③ 【連結剰余金計算書】 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     26,223 

資本準備金期首残高   26,223   

Ⅱ 資本剰余金期末残高   26,223  26,223 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     65,932 

連結剰余金期首残高   57,134   

Ⅱ 利益剰余金増加高      

当期純利益  11,490 11,490 7,651 7,651 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  2,584  2,757  

２ 役員賞与  107  93  

３ 自己株式処分差損  ― 2,692 2 2,852 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   65,932  70,731 
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  21,061 14,923 

２ 減価償却費及び償却費  10,070 9,932 

３ 連結調整勘定償却額  748 872 

４ 有価証券評価損  554 531 

５ 固定資産処分損益  1,533 2,080 

６ 貸倒引当金の増加額  43 15 

７ 賞与引当金の減少額  △   25 △   11 

８ 退職給付引当金の増加額  54 359 

９ 役員退職慰労引当金の増減額  66 △   42 

10 受取利息及び受取配当金  △  337 △  376 

11 支払利息  77 23 

12 営業債権の増減額  △  273 705 

13 たな卸資産の減少額  285 283 

14 営業債務の増加額  1,359 1,836 

15 預り金の増加額  1,704 2,544 

16 役員賞与  △  107 △   93 

17 解約損害金  ― 1,835 

18 その他  95 1,505 

小計  36,910 36,926 

19 利息及び配当金の受取額  263 275 

20 利息の支払額  △   80 △    8 

21 法人税等の支払額  △ 11,419 △  9,686 

営業活動によるキャッシュ・フロー  25,674 27,506 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有価証券の売却による収入  1,000 ― 

２ 有形固定資産の取得による支出  △ 9,299 △ 8,117 

３ 有形固定資産の売却による収入  310 426 

４ 無形固定資産の取得・長期前払費用 
  の支出  △ 3,094 △ 2,273 

５ 投資有価証券の取得による支出  △ 5,118 △  552 

６ 投資有価証券の売却による収入  3,000 1,000 

７ 新規連結子会社取得による収入  ― 254 

８ 貸付による支出  △ 1,926 △ 1,531 

９ 貸付金の回収による収入  1,799 1,535 

10 差入保証金の差入による支出  △ 8,062 △ 6,484 

11 差入保証金の回収による収入  2,660 5,590 

12 その他  △  122 101 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 18,854 △ 10,049 
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前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の借入による収入  22,350 1,650 

２ 短期借入金の返済による支出  △ 23,000 △  2,800 

３ 社債の償還による支出  △ 3,000 ― 

４ 配当金の支払額  △ 2,584 △ 2,757 

５ 預り保証金の受入  1,130 1,406 

６ 預り保証金の返済  △ 1,417 △ 1,590 

７ その他  △   19 △    1 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 6,540 △ 4,093 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  279 13,363 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  39,113 39,392 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  39,392 52,756 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数      ２社 

  連結子会社の名称 

   サークルケイ・ジャパン㈱ 

   ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

(1) 連結子会社の数      ３社 

  連結子会社の名称 

   サークルケイ・ジャパン㈱ 

   ㈱サンクスアンドアソシエイツ 

   シーケー東北㈱ 

  

(2) 連結範囲の異動 

   シーケー東北㈱については、当

事業年度中に株式を取得し、当連

結会計年度から連結の範囲に含め

ております。 

 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称 

   サークルケイ・システムサービ

ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 

   ㈱スタイルデザイナー 

   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 

 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社10社の合計の総

資産、営業収入、当期純損益お

よび利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(3) 主要な非連結子会社の名称 

   サークルケイ・システムサービ

ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 

   ㈱スタイルデザイナー 

   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 

 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社９社の合計の総資

産、営業収入、当期純損益および

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。 

   

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 

―社 

(1) 持分法を適用した非連結子会社数 

―社 

   

 (2) 持分法を適用した関連会社数 

―社 

(2) 持分法を適用した関連会社数 

―社 

   

 (3) 持分法を適用していない非連結子

会社および関連会社のうち主要な

会社等の名称 

   サークルケイ・システムサービ

ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 

   ㈱スタイルデザイナー 

   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 

   ㈱イープラット 

(3) 持分法を適用していない非連結子

会社および関連会社のうち主要な

会社等の名称 

   サークルケイ・システムサービ

ス㈱ 

   ときめきドットコム㈱ 

   ㈱スタイルデザイナー 

   ㈱サンクスリテイルサポート総

研 

   ㈱イープラット 
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項目 
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

    持分法を適用しない理由 

    持分法非適用会社は、当期純

損益（持分に見合う額）およ

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性が

ないため持分法の適用から除

外しております。 
 

   持分法を適用しない理由 

    同左 

 

 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

   同左 

   
４ 会計処理基準に関する

事項 

  

 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

   (評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

有価証券 

   同左 

   
   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

 

   
 たな卸資産 

 商品   売価還元法による原価法 

 貯蔵品  最終仕入原価法による原

価法 

たな卸資産 

同左 

   
 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

  また、取得価額10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で均

等償却する方法を採用しておりま

す。 

有形固定資産 

同左 

   
 無形固定資産 

 定額法 

  なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における見込利用

可能期間(５年)による定額法によっ

ております。 

無形固定資産 

同左 

   
 長期前払費用 

 均等償却 

長期前払費用 

同左 
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項目 
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

 (3) 重要な引当金の計上

基準 

貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定債権に

ついては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

貸倒引当金 

同左 

   

 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額のうち当連結会計年

度対応額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

   

 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。また、過去

勤務債務はその発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により費用処理すること

とし、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数により、翌連結会計

年度から定額法により費用処理して

おります。 

退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。また、過去

勤務債務はその発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により費用処理すること

とし、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から定額法によ

り費用処理しております。 

  なお、連結子会社であるサークル

ケイ・ジャパン㈱は、親会社のユニ

ー㈱および主要な国内関係会社で設

立されているユニーグループ厚生年

金基金に加入しておりますが、平成

15年２月17日に厚生労働大臣から代

行部分について将来分支給義務免除

の認可を受けました。また、「退職

給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号）第47－２項に

定める経過措置を適用しないことと

しております。 

 同実務指針第47－２項に定める経

過措置を適用することとした場合、

特別利益1,249百万円が計上され、

税金等調整前当期純利益が同額増加

するものと見込まれます。 

なお、連結子会社であるサークル

ケイ・ジャパン㈱は、親会社のユニ

ー㈱および同社の主要な国内関係会

社で設立しておりますユニーグルー

プ厚生年金基金に加入しております

が、確定給付企業年金法の施行に伴

い、厚生年金基金代行部分につい

て、平成15年２月17日に厚生労働大

臣から将来分支給義務免除の認可を

受けました。 

 当連結会計年度末日現在において

測定された返還相当額（最低責任準

備金）は2,092百万円であり、当該返

還相当額（最低責任準備金）の支払

が当連結会計年度末日に行われたと

仮定して、「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第13

号）第44－２項を適用した場合に生

ずる損益は特別利益1,346百万円が見

込まれます。 
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項目 
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末要

支払額を計上しております。 

 

役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

   

 (5) その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

   

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

 連結子会社の資産および負債の評価

は、全面時価評価法によっておりま

す。 

同左 

   

６ 連結調整勘定の償却に

関する事項 

 連結調整勘定の償却については、20

年間で均等償却しております。 

 連結調整勘定の償却については、５

年間の均等償却を行っております。 

   なお、㈱サンクスアンドアソシエイ

ツに係る連結調整勘定の償却について

は、20年間の均等償却を行っておりま

す。 

   

７ 利益処分項目等の取扱

いに関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分

に基づいております。 

同左 

   

８ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動については僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還

期限の到来する短期的な投資からなり

ます。 

同左 
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 表示方法の変更 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

 

        ―――――――――― 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「解約損害金」

は、当連結会計年度において区分掲載いたしました。 

 なお、前連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「解約損害金」

は523百万円であります。 
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（追加情報） 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

（自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用し

ております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響は、ありませ

ん。 

 

       ―――――――――― 

  

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準および適用指針の適用に伴う影響に

ついては、（１株当たり情報）注記事項に記載のとおり

であります。 

 

  

（連結貸借対照表） 

 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から

「資本準備金」は「資本剰余金」と「連結剰余金」は

「利益剰余金」として表示しております。 

 

  

（連結剰余金計算書） 

１ 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から

連結剰余金計算書を資本剰余金の部および利益剰余金

の部に区分して記載しております。 

２ 連結財務諸表規則の改正により当連結会計年度から

「連結剰余金期首残高」は「利益剰余金期首残高」と

「連結剰余金減少高」は「利益剰余金減少高」と「連

結剰余金期末残高」は「利益剰余金期末残高」として

表示しております。 

  また、前連結会計年度において独立掲記しておりま

した当期純利益については、「利益剰余金増加高」の

内訳科目として表示しております。 
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注記事項 

 (連結貸借対照表関係) 
 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 791百万円

  

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次

のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 1,193百万円
 

 ２ 偶発債務 

    金融機関からの借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

加盟契約者 4,447百万円

サークルケイ四国㈱ 504百万円

サンクス青森㈱ 281百万円

サンクス西埼玉㈱ 249百万円

その他 28百万円

計 5,511百万円
 

 ２ 偶発債務 

    金融機関からの借入金に対して、次のとおり債

務保証を行っております。 

加盟契約者 4,453百万円

サークルケイ四国㈱ 517百万円

サンクス青森㈱ 325百万円

サンクス西埼玉㈱ 130百万円

その他 19百万円

計 5,446百万円
 

 ３ 発行済株式総数 

    普通株式           86,183,226株 

 

 ３ 発行済株式総数 

    普通株式           86,183,226株 

 

※４ 自己株式の保有数 

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数は、以下のとおりであります。 

普通株式             25,685株 

※４ 自己株式の保有数 

 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数は、以下のとおりであります。 

普通株式             26,703株 

 

 (連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 47百万円

器具及び備品 9百万円

その他 0百万円

計 57百万円
 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 76百万円

器具及び備品 5百万円

その他 0百万円

計 82百万円
 

※２ 固定資産処分損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 541百万円

器具及び備品 139百万円

その他 371百万円

計 1,051百万円
 

※２ 固定資産処分損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 1,677百万円

器具及び備品 362百万円

その他 123百万円

計 2,163百万円
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 33,893百万円
預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金 

△   2百万円

有価証券に含まれるＭＭＦ 2,001百万円

有価証券に含まれるＦＦＦ 3,500百万円

現金及び現金同等物 39,392百万円
  

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 39,654百万円

有価証券に含まれるＭＭＦ 2,001百万円

有価証券に含まれるＦＦＦ 11,100百万円

現金及び現金同等物 52,756百万円

 

  

２ 株式の取得により連結子会社となった会社の資産

および負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連

結開始時の資産および負債の内訳ならびに株式の

取得価額と取得のための支出（純額）との関係は

次のとおりであります。 
 
シーケー東北㈱ 
 
流動資産 1,043百万円

固定資産 2,117百万円

連結調整勘定 622百万円

流動負債 △ 2,993百万円

固定負債 △  769百万円

シーケー東北㈱株式 
の取得価額 

20百万円

シーケー東北㈱株式の 
現金及び現金同等物 △  274百万円

差引：シーケー東北㈱ 
取得のための支出 

△  254百万円
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 (リース取引関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末残高 
相当額 

車両運搬具 504百万円 279百万円 224百万円 

器具及び備品 54,907百万円 26,234百万円 28,673百万円 

ソフトウェア 87百万円 62百万円 25百万円 

合計 55,499百万円 26,576百万円 28,923百万円 

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末残高 
相当額 

建   物 235百万円 9百万円 226百万円 

機械装置及び 
運搬具 

460百万円 274百万円 186百万円 

器具及び備品 56,829百万円 30,917百万円 25,912百万円 

ソフトウェア 105百万円 76百万円 28百万円 

合計 57,631百万円 31,276百万円 26,354百万円 

 
  

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,537百万円

１年超 20,033百万円

合計 29,570百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,827百万円

１年超 18,145百万円

合計 26,973百万円
 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

支払リース料 10,429百万円

減価償却費相当額 9,725百万円

支払利息相当額 743百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

支払リース料 10,846百万円

減価償却費相当額 10,147百万円

支払利息相当額 650百万円
 

  

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ・利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

  ・利息相当額の算定方法 

同左 

  

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年内 773百万円

１年超 549百万円

合計 1,323百万円
  

オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

１年内 631百万円

１年超 482百万円

合計 1,114百万円
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 (有価証券関係) 

前連結会計年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 727 1,631 904 

②債券 2,338 2,353 14 

小計 3,065 3,985 919 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 135 131 △ 4 

②債券 1,000 999 △ 0 

小計 1,135 1,130 △ 4 

合計 4,201 5,115 914 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円) 売却損の合計額（百万円） 

4,000 2 0 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 808 

②ＭＭＦ 2,001 

③ＦＦＦ 3,500 

合計 6,310 

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超（百万円） 

債券     

国債・地方債等 ― ― ― ― 

社債 ― 1,352 2,000 ― 

その他 ― ― ― ― 

合計 ― 1,352 2,000 ― 

 

５ 減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券について289百万円、子会社及び関連会社株式について264百万

円、合計554百万円の減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取

得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、減損処理をしております。その他有価証券、子会社及び関連会社株式で時価のないものに

ついては、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復可

性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。 
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当連結会計年度（自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

①株式 775 1,759 983 

②債券 1,338 1,395 56 

小計 2,114 3,154 1,040 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

①株式 ― ― ― 

②債券 1,000 959 △ 40 

小計 1,000 959 △ 40 

合計 3,114 4,113 999 

 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円) 売却損の合計額（百万円） 

1,000 ― 0 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） 513 

②ＭＭＦ 2,001 

③ＦＦＦ 11,100 

合計 13,615 

 

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

区分 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内 
(百万円) 

５年超10年以内 
(百万円) 

10年超（百万円） 

債券     

国債・地方債等 ― ― ― ― 

社債 ― 1,395 959 ― 

その他 ― ― ― ― 

合計 ― 1,395 959 ― 

 

５ 減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券について385百万円、子会社及び関連会社株式について145百万

円、合計531百万円の減損処理を行っております。その他有価証券で時価のあるものについては、時価が取

得原価に比べて30％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、減損処理をしております。その他有価証券、子会社及び関連会社株式で時価のないものに

ついては、実質価額が取得原価に比べて50％以上下落した場合には、「著しく下落した」ものとし、回復可

能性が十分な根拠によって裏付けられる場合を除き、減損処理をしております。 
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 (デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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 (退職給付関係) 

前連結会計年度（自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

・サークルケイ・ジャパン株式会社 

確定給付型の制度として、関係会社との連合設立による厚生年金基金制度を設けております。 

 

・株式会社サンクスアンドアソシエイツ 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および適格退職年金制度を設けております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

項目 金額（百万円） 

① 退職給付債務 △ 14,158 

② 年金資産 5,612 

③  小計（①＋②） △ 8,546 

④ 未認識数理計算上の差異 5,326 

⑤ 未認識過去勤務債務 (注) △  920 

⑥  合計（③＋④＋⑤） △ 4,140 

⑦ 前払年金費用 ― 

⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △ 4,140 

(注) 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

項目 金額（百万円） 

① 勤務費用  (注) 723 

② 利息費用 339 

③ 期待運用収益 △  226 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 222 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △  42 

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 1,017 

(注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 2.0～2.5％ 

③ 期待運用収益率 4.0％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 ８～10年 

⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 
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当連結会計年度（自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

・サークルケイ・ジャパン株式会社 

確定給付型の制度として、関係会社との連合設立による厚生年金基金制度を設けております。 

 

・株式会社サンクスアンドアソシエイツ 

確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および適格退職年金制度を設けております。 

 

 ・シーケー東北株式会社 

退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。 

 

２ 退職給付債務に関する事項 

項目 金額（百万円） 

① 退職給付債務 △ 14,943 

② 年金資産 6,963 

③  小計（①＋②） △ 7,980 

④ 未認識数理計算上の差異 4,307 

⑤ 未認識過去勤務債務 (注) △  826 

⑥  合計（③＋④＋⑤） △ 4,499 

⑦ 前払年金費用 ― 

⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △ 4,499 

(注) 厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

項目 金額（百万円） 

① 勤務費用  (注) 701 

② 利息費用 311 

③ 期待運用収益 △  226 

④ 数理計算上の差異の費用処理額 604 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △   96 

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 1,294 

(注) 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 2.0～2.5％ 

③ 期待運用収益率 4.0％ 

④ 数理計算上の差異の処理年数 ８～10年 

⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 
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 (税効果会計関係) 
 

前連結会計年度 
(平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成16年２月29日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産)  

 未払事業税等 523百万円 

 貸倒引当金限度超過額 885百万円 

 賞与引当金限度超過額 198百万円 

 減価償却費限度超過額 59百万円 

 退職給付引当金 1,732百万円 

 役員退職慰労引当金 155百万円 

 長期前受収益 2,513百万円 

 投資有価証券評価損 390百万円 

 長期前払費用 649百万円 

 その他 230百万円 

  繰延税金資産小計 7,340百万円 

 評価性引当額 △ 649百万円 

  繰延税金資産合計 6,690百万円 

  

(繰延税金負債)  

 その他有価証券評価差額金 △ 381百万円 

  繰延税金負債合計 △ 381百万円 

  繰延税金資産の純額 6,309百万円 
 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産)  

 未払事業税等 257百万円 

 貸倒引当金限度超過額 911百万円 

 賞与引当金限度超過額 229百万円 

 減価償却費限度超過額 31百万円 

 退職給付引当金 1,851百万円 

 役員退職慰労引当金 137百万円 

 長期前受収益 2,129百万円 

 投資有価証券評価損 504百万円 

 商品評価損 217百万円 

 長期前払費用 606百万円 

 その他 1,251百万円 

  繰延税金資産小計 8,128百万円 

 評価性引当額 △ 863百万円 

  繰延税金資産合計 7,265百万円 

  

(繰延税金負債)  

 その他有価証券評価差額金 △ 403百万円 

  繰延税金負債合計 △ 403百万円 

  繰延税金資産の純額 6,862百万円 
 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目の内訳 

法定実効税率 42.05％ 

（調整）  
  交際費等永久に損金に算入され 
  ない項目 0.82％ 

  受取配当金等永久に益金に算入 
  されない項目 △ 0.05％ 

  住民税均等割等 0.58％ 

  親子会社間の税率差異 △ 0.26％ 

  連結調整勘定償却 1.49％ 

  評価性引当額 1.32％ 

  その他 △ 0.51％ 

  税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率 

45.44％ 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目の内訳 

法定実効税率 42.05％ 

（調整）  
  交際費等永久に損金に算入され 
  ない項目 1.14％ 

  受取配当金等永久に益金に算入 
  されない項目 △ 0.13％ 

  住民税均等割等 1.03％ 

  親子会社間の税率差異 △ 0.25％ 

  連結調整勘定償却 2.46％ 

  評価性引当額 0.13％ 
  税率変更による期末繰延税金資産 
  の減額修正 0.82％ 

  その他 1.48％ 

  税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率 

48.73％ 

  

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布されたことに

伴い、当連結会計年度の繰延税金資産および繰延

税金負債の計算（平成17年３月１日以降に解消が

見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率

を従来の42.05％から40.49％に変更しておりま

す。その結果、「繰延税金資産」が87百万円減少

し、当連結会計年度に費用計上された「法人税等

調整額」が101百万円増加し、「その他有価証券評

価差額金」が13百万円増加しております。 
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 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

コンビニエンスストア事業のみの単一セグメントのため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

コンビニエンスストア事業のみの単一セグメントのため記載しておりません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

在外連結子会社および在外支店がないため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

在外連結子会社および在外支店がないため記載しておりません。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

海外売上高がないため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

海外売上高がないため記載しておりません。 

 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成14年３月１日 至 平成15年２月28日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

３ 子会社等 

 

関係内容 

属性 名称 所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 科目 

期末残高 
(百万円) 

子会社 
ときめき
ドットコ
ム㈱ 

東京都 
中央区 340 

店頭設置型
マルチメデ
ィア端末機
の企画・保
守・運営他 

直接 77.8 
間接 22.2 兼任２ 

店頭設置
型マルチ
メディア
端末機の
保守・運
営他 

資金の貸付 
（注） 200 ― ― 

(注) ときめきドットコム㈱に対する資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決

定しております。なお、担保等は受け入れておりません。 

 

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 
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当連結会計年度(自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

２ 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

３ 子会社等 

 

関係内容 

属性 名称 所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の 
所有割合 
(％) 

役員の 
兼任等 
(名) 

事業上 
の関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
ときめき
ドットコ
ム㈱ 

東京都 
中央区 

200 
電子商取引
（EC事業）
の経営等 

直接 77.8 
間接 22.2 

兼任２ 

EC事業に
関する広
告などの
企画・開
発等 

資金の貸付 
（注） 

300 ― ― 

(注) ときめきドットコム㈱に対する資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決

定しております。なお、担保等は受け入れておりません。 

 

４ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 
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 (１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１株当たり純資産額 1,230円19銭 
 

１株当たり純資産額 1,286円69銭 
 

１株当たり当期純利益 132円28銭 
 

１株当たり当期純利益 87円78銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する

会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）を適用しております。 

なお、当連結会計年度において、従来と同様の方法に

よった場合の（１株当たり情報）については、以下のと

おりであります。 

１株当たり純資産額 1,231円27銭

１株当たり当期純利益 133円36銭
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 11,490 7,651 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 11,397 7,562 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 93 89 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 93 89 

普通株式の期中平均株式数（株） 86,162,300 86,156,983 

 

 (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 返済期限 

短期借入金 1,650 500 0.466 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) ― ― ― ― 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 1,650 500 ― ― 

(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 
(平成15年２月28日) 

当事業年度 
(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   372   626  

２ 有価証券   ―   1,100  

３ 貯蔵品   0   0  

４ 前払費用   4   3  

５ 繰延税金資産   81   162  

６ 未収入金   1,022   1,086  

７ その他   ―   1  

流動資産合計   1,480 1.5  2,980 3.1 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物  3   6   

減価償却累計額  1 2  0 6  

(2) 構築物  0   ―   

減価償却累計額  0 0  ― ―  

(3) 器具及び備品  6   8   

減価償却累計額  3 3  1 6  

有形固定資産合計   5 0.0  12 0.0 

２ 無形固定資産        

(1) 商標権   4   4  

(2) ソフトウェア   4,062   3,691  

(3) ソフトウェア仮勘定   ―   162  

(4) 借家権   0   0  

(5) 電話加入権   1   1  

無形固定資産合計   4,068 4.3  3,860 4.0 

３ 投資その他の資産        

(1) 関係会社株式   88,279   88,279  

(2) 繰延税金資産   1,706   1,635  

(3) 長期差入保証金   53   29  

(4) その他   74   84  

(5) 貸倒引当金   △   3   △   3  

投資その他の資産合計   90,110 94.2  90,026 92.9 

固定資産合計   94,184 98.5  93,900 96.9 

資産合計   95,665 100.0  96,880 100.0 
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前事業年度 
(平成15年２月28日) 

当事業年度 
(平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

構成比 
(％) 金額(百万円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 未払金   257   51  

２ 未払費用   9   11  

３ 未払消費税等   ―   13  

４ 預り金   114   159  

流動負債合計   382 0.4  235 0.3 

Ⅱ 固定負債        

１ 役員退職慰労引当金   188   206  

２ 長期前受収益 ※１  3,831   3,680  

固定負債合計   4,020 4.2  3,886 4.0 

負債合計   4,402 4.6  4,122 4.3 

(資本の部)        

Ⅰ 資本金 ※２  13,469 14.1  13,469 13.9 

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金   26,223   26,223  

資本剰余金合計   26,223 27.4  26,223 27.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金   687   687  

２ 任意積立金        

 別途積立金  46,580 46,580  46,760 46,760  

３ 当期未処分利益   4,377   5,692  

利益剰余金合計   51,645 54.0  53,140 54.8 

Ⅳ 自己株式 ※３  △  74 △ 0.1  △  74 △ 0.1 

資本合計   91,263 95.4  92,758 95.7 

負債・資本合計   95,665 100.0  96,880 100.0 
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 

百分比 
(％) 金額(百万円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収入        

１ 関係会社配当金収入  4,403   4,403   
２ グループ運営収入  704 5,107 100.0 660 5,063 100.0 

   営業総収入計   5,107 100.0  5,063 100.0 

   営業総利益   5,107 100.0  5,063 100.0 
Ⅱ 販売費及び一般管理費        

１ 支払手数料  129   161   

２ 広告宣伝費  23   18   

３ 消耗品費  4   5   

４ 役員報酬  142   115   

５ 従業員給料・賞与  241   256   

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額  26   19   

７ 法定福利費・厚生費  42   37   

８ 賃借料  52   51   

９ 減価償却費  907   1,114   
10 水道光熱費  2   2   

11 事務処理費  18   8   

12 システム使用料受入 ※３ △ 900   △1,110   

13 旅費交通費  60   35   

14 その他  69 821 16.1 91 807 15.9 

営業利益   4,285 83.9  4,255 84.1 

Ⅲ 営業外収益        

１ 受取利息 ※１ 0   0   

２ 有価証券利息  0   0   

３ その他  31 32 0.6 27 27 0.5 

Ⅳ 営業外費用        

１ 支払利息 ※４ 0   0   

２ その他  1 1 0.0 0 0 0.0 

経常利益   4,316 84.5  4,283 84.6 

Ⅴ 特別損失        

１ 固定資産処分損 ※２ ―   4   

２ 関係会社株式評価損  34   ―   

３ その他  3 38 0.7 ― 4 0.1 

税引前当期純利益   4,277 83.8  4,278 84.5 

法人税、住民税 
及び事業税  831   2   

法人税等調整額  △ 928 △  97 △ 1.9 △  10 △   7 △ 0.1 

当期純利益   4,374 85.7  4,285 84.6 

前期繰越利益   1,381   2,787  

自己株式処分差損   ―   2  

中間配当額   1,378   1,378  

当期未処分利益   4,377   5,692  
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③ 【利益処分計算書】 

 

期別 
(株主総会承認日)  

前事業年度 
(平成15年５月22日) 

当事業年度 
(平成16年５月26日) 

区分 
注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   4,377  5,692 

Ⅱ 利益処分額      

１ 配当金  1,378  1,378  

２ 役員賞与金 
(うち監査役賞与金) 

 
31 
( 2)

 
32 
( 3)

 

３ 任意積立金      

別途積立金  180 1,590 1,300 2,711 

Ⅲ 次期繰越利益   2,787  2,981 
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 重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

 子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

   同左 

  その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  

   貯蔵品  最終仕入原価法による原価法    同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

  

 (1) 有形固定資産 定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっておりま

す。 

  また、取得価額10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で均

等償却する方法を採用しておりま

す。 

   同左 

 (2) 無形固定資産 定額法 

  なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく定額法によ

っております。 

   同左 

 (3) 長期前払費用 均等償却    同左 

４ 引当金の計上基準   

 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

   同左 

 (2) 役員退職慰労引当金  役員退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支払額を計上

しております。 

   同左 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

   同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  

   消費税等の会計処理  税抜方式によっております。    同左 
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 表示方法の変更 
 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

（損益計算書） 

１ 「システム使用料受入」は、前事業年度まで、「事

務処理費」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度において区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度の「システム使用料受入」の金額

は△427百万円であります。 

２ 「旅費交通費」は、前事業年度まで、「その他」に

含めて表示しておりましたが、販売費及び一般管理費

の合計額の５/100を超えたため、当事業年度において

区分掲記いたしました。 

 なお、前事業年度の「旅費交通費」の金額は323百

万円であります。 

 

          ―――――――――― 

 

 （追加情報） 
 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

（自己株式及び法定準備金等に関する会計基準） 

 当事業年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用してお

ります。 

 この変更に伴う損益に与える影響は、ありません。 

        

        ―――――――――― 

  
（１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準および適用指針の適用に伴う影響に

ついては、（１株当たり情報）注記事項に記載のとおり

であります。 

 

 

  
（貸借対照表） 

１ 前事業年度において独立掲記しておりました「資本

準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度

においては「資本剰余金」の内訳科目として表示して

おります。 

２ 前事業年度において独立掲記しておりました「利益

準備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度

においては「利益剰余金」の内訳科目として表示して

おります。 

３ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目

として表示しておりました「任意積立金」は財務諸表

等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余

金」の内訳科目として表示しております。 

４ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目

として表示しておりました「当期未処分利益」は、財

務諸表等規則の改正により当事業年度においては「利

益剰余金」の内訳科目として表示しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

項目 
前事業年度 
(平成15年２月28日) 

当事業年度 
(平成16年２月29日) 

※１ 長期前受収益  関係会社および取引先に対するソフ

トウェアの貸与により受入れたもので

あります。 

 なお、関係会社に係るものは3,826

百万円であります。 

 関係会社および取引先に対するソフ

トウェアの貸与により受入れたもので

あります。 

 なお、関係会社に係るものは3,675

百万円であります。 

   

※２ 授権株数 

 
普通株式       180,000,000株 

 ただし、定款の定めにより株式の消

却が行われた場合には、会社が発行す

る株式について、これに相当する株式

数を減ずることとなっております。 

普通株式       180,000,000株 

 ただし、定款の定めにより株式の消

却が行われた場合には、会社が発行す

る株式について、これに相当する株式

数を減ずることとなっております。 

   

   発行済株式総数 普通株式       86,183,226株 普通株式       86,183,226株       

   

※３ 自己株式の保有数 普通株式         25,685株 

 なお、前事業年度における自己株式

の保有数は、普通株式16,870株であり

ます。 

普通株式         26,703株 
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 (損益計算書関係) 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

※１ 関係会社からの受取利

息 

0百万円 0百万円 

   

※２ 固定資産処分損の内訳 ―――――――――― 建物 2百万円 

構築物 0百万円 

器具及び備品 2百万円 

    計 4百万円 
 

   

※３ システム使用料受入  関係会社および取引先に対するソ

フトウェアの貸与によるものであり

ます。 

 なお、関係会社に係るものは898百

万円であります。 

 関係会社および取引先に対するソ

フトウェアの貸与によるものであり

ます。 

 なお、関係会社に係るものは1,108

百万円であります。 

   

※4 関係会社への支払利息 0百万円 0百万円 
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 (リース取引関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

 

 器具及び備品 

取得価額相当額 11百万円 

減価償却累計額相当額 3百万円 

期末残高相当額 8百万円 
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

 

 器具及び備品 

取得価額相当額 11百万円 

減価償却累計額相当額 5百万円 

期末残高相当額 6百万円 
 

  

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

 １年内 1百万円 

 １年超 6百万円 

 計 8百万円 
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

 １年内 1百万円 

 １年超 4百万円 

 計 6百万円 
 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払利息相当額 0百万円
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相

当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払利息相当額 0百万円
 

  

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

  ・利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額および利息相当額の算定方法 

  ・減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

 

  ・利息相当額の算定方法 

    同左 

 

(有価証券関係) 

前事業年度（平成15年２月28日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度（平成16年２月29日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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 (税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(平成15年２月28日) 

当事業年度 
(平成16年２月29日) 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

 (繰延税金資産) 

  役員退職慰労引当金 79百万円 

  長期前受収益 1,611百万円 

  未払事業税 79百万円 

  その他 17百万円 

   繰延税金資産合計 1,788百万円 
 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

 (繰延税金資産) 

  役員退職慰労引当金 86百万円 

  長期前受収益 1,547百万円 

  未収事業税 △  41百万円 

  その他 219百万円 

   繰延税金資産小計 1,812百万円 

  評価性引当額 △  14百万円 

   繰延税金資産合計 1,798百万円 
 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

  法定実効税率 42.05％ 

  （調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.43％ 

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△ 43.28％ 

  住民税均等割等 0.03％ 

  その他 △  1.50％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△  2.27％ 

 

 

 

 

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

  法定実効税率 42.05％ 

  （調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.65％ 

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目 
△ 43.28％ 

  住民税均等割等 0.03％ 

  その他 0.38％ 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 
△  0.17％ 

  

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日公布されたことに伴

い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債

の計算（平成17年３月１日以降に解消が見込まれる

ものに限る）に使用した法定実効税率を従来の

42.05％から40.49％に変更しております。 

   なお、この変更に伴う影響は軽微であります。 
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 (１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

１株当たり純資産額 1,058円89銭 
 

１株当たり純資産額 1,076円24銭 
 

１株当たり当期純利益 50円40銭 
 

１株当たり当期純利益 49円36銭 
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）および「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）を適用しております。 

なお、当事業年度において、従来と同様の方法によっ

た場合の（１株当たり情報）については、以下のとおり

であります。 

１株当たり純資産額 1,059円25銭

１株当たり当期純利益 50円77銭
  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 
 

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 4,374 4,285 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,342 4,252 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）   

利益処分による役員賞与金 31 32 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 31 32 

普通株式の期中平均株式数（株） 86,162,300 86,156,983 

 

 (重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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④ 【附属明細表】 

 

【有価証券明細表】 

 

 【その他】 

 

種類及び銘柄 
投資口数等 
（百万口） 

貸借対照表計上額 
(百万円) 

有価証券 その他有価証券 
（証券投資信託の受益証券） 
野村ＦＦＦ 1,100 1,100 

計 1,100 1,100 

 

【有形固定資産等明細表】 
 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累計
額(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 
(百万円) 

有形固定資産        

建物 3 6 3 6 0 0 6 

構築物 0 ― 0 ― ― ― ― 

器具及び備品 6 7 5 8 1 1 6 

有形固定資産計 11 13 9 14 1 1 12 

無形固定資産        

 商標権 4 0 ― 5 0 0 4 

 ソフトウェア 5,149 741 ― 5,891 2,199 1,111 3,691 

 ソフトウェア 
 仮勘定 

― 162 ― 162 ― ― 162 

 借家権 0 ― ― 0 0 0 0 

 電話加入権 1 ― ― 1 ― ― 1 

無形固定資産計 5,156 905 ― 6,061 2,200 1,112 3,860 

長期前払費用 0 0 ― 0 0 0 0 

繰延資産        

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

   無形固定資産 

      ソフトウェア    主としてシステム開発によるものであります。 
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 13,469 ― ― 13,469 

普通株式 (株) (86,183,226) (―) (―) (86,183,226)

普通株式 (百万円) 13,469 ― ― 13,469 

計 
(株) 
(注)１ (86,183,226) (―) (―) (86,183,226)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 13,469 ― ― 13,469 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 (百万円) 26,223 ― ― 26,223 資本準備金及び 

その他 
資本剰余金 計 (百万円) 26,223 ― ― 26,223 

(利益準備金) (百万円) 687 ― ― 687 

(任意積立金) 
別途積立金 

(百万円) 
(注)２ 

46,580 180 ― 46,760 利益準備金及び 
任意積立金 

計 (百万円) 47,267 180 ― 47,447 

(注) １ 当期末における自己株式は26,703株であります。 

２ 任意積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 3 ― ― ― 3 

役員退職慰労引当金 188 19 0 ― 206 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

 

区分 金額(百万円) 

現金 2 

預金の種類  

普通預金 624 

小計 624 

計 626 

 

② 貯蔵品 

回数券、切手および印紙であります。 

 

③ 関係会社株式 

 

区分 金額(百万円) 

子会社株式  

サークルケイ・ジャパン㈱ 44,470 

㈱サンクスアンドアソシエイツ 43,408 

ときめきドットコム㈱ 400 

計 88,279 
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(3) 【その他】 

 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

株主名簿閉鎖の期間 基準日制を採っているため閉鎖しない 

基準日 ２月末日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
 住友信託銀行株式会社 証券代後部 

  代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額 

株券喪失登録  

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円 

  株券登録料 株券１枚につき    500円 

単元未満株式の買取り・
買増し  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  代理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年２月末および８月31日現在の株主に対し、買物優待券を進呈。 
 
(1) 発行基準   ・1,000株以上につき一律500円券10枚 
         ・500株以上1,000株未満につき、一律500円券５枚 
         ・100株以上500株未満につき、一律500円券２枚 
(2) 利用可能店舗 「サークルＫ」および「サンクス」全店 
(3) 発 行 日  ２月末現在の株主に対するもの  ５月 
         ８月31日現在の株主に対するもの 11月 
(4) 有効期限   11月発行のもの 翌年11月末 
         ５月発行のもの 翌年５月末 

(注) 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表および損益計算書を掲載しております。 

（ホームページアドレス http://www.csgrp.co.jp/kessan/index.html） 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

 

(1)  
 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第20期) 

 
自 平成14年３月１日
至 平成15年２月28日

 
 
平成15年５月28日 
関東財務局長に提出。 

 

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第７号の２の規定（合併）に基づくもの  

平成15年10月14日 
関東財務局長に提出。 

(3)  半期報告書 (第21期中) 
 

自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日 

 
平成15年11月27日 
関東財務局長に提出。 

 
(4)  自己株券買付状況報告書 

   

平成15年６月13日 
平成15年７月22日 
平成15年８月15日 
平成15年９月16日 
平成15年10月15日 
平成15年11月14日 
平成15年12月12日 
平成16年１月15日 
平成16年２月12日 
平成16年３月12日 
平成16年４月15日 
平成16年５月14日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



監   査   報   告   書 

平成１５年５月２６日

株式会社シーアンドエス 

代表取締役社長   外  山  泰  三  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１４年３月１日から平成１５年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべき監査手続を実

施した。 

監査の結果、連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、連結財務諸表の表示方法

は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）の定めるところに準拠してい

るものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の連結財務諸表が株式会社シーアンドエス及び連結子会社の平成１５年２月２８日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しているもの

と認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中  央  青  山  監  査  法  人  

  

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  関与社員 公認会計士 稲 垣 正 人 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年５月２７日

株 式 会 社 シ ー ア ン ド エ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１５年３月１日から平成１６年２月２９日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社シーアンドエス及び連結子会社の平成１６年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中  央  青  山  監  査  法  人  

  

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 稲 垣 正 人 

      



監   査   報   告   書 

平成１５年５月２６日

株式会社シーアンドエス 

代表取締役社長   外  山  泰  三  殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１４年３月１日から平成１５年２月２８日までの第２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。 

この監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し、通常実施すべき監査手続を実

施した。 

監査の結果、会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、か

つ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の財務諸表が株式会社シーアンドエスの平成１５年２月２８日現在の財政状態及び同日を

もって終了する事業年度の経営成績を適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中  央  青  山  監  査  法  人  

  

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  関与社員 公認会計士 稲 垣 正 人 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年５月２７日

株 式 会 社 シ ー ア ン ド エ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社シーアンドエスの平成１５年３月１日から平成１６年２月２９日までの第２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

シーアンドエスの平成１６年２月２９日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

中  央  青  山  監  査  法  人  

  

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 山 田   順 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  
代表社員 
関与社員 

公認会計士 稲 垣 正 人 

      


